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令 和 元 年 第 ５ 回

沖縄県議会（定例会）

閉 会 中 継 続 審 査

開会の日時、場所

年月日 令和元年10月17日 (木曜日)

開 会 午前10時０分

散 会 午後４時10分

場 所 第１委員会室

本日の委員会に付した事件

１ 令 和 元 年 平成30年度沖縄県一般会計決算

第５回議会 認定について（農林水産部及び

認定第１号 労働委員会事務局所管分）

２ 令 和 元 年 平成30年度沖縄県農業改良資金

第５回議会 特別会計決算の認定について

認定第２号

３ 令 和 元 年 平成30年度沖縄県沿岸漁業改善

第５回議会 資金特別会計決算の認定につい

認定第９号 て

４ 令 和 元 年 平成30年度沖縄県中央卸売市場

第５回議会 事業特別会計決算の認定につい

認定第10号 て

５ 令 和 元 年 平成30年度沖縄県林業・木材産

第５回議会 業改善資金特別会計決算の認定

認定第11号 について

出席委員

委員長 瑞慶覧 功君

副委員長 瀬 長 美佐雄君

委 員 大 浜 一 郎君 西 銘 啓史郎君

山 川 典 二君 島 袋 大君

委 員 大 城 一 馬君 新 里 米 吉君

委 員 親 川 敬君 嘉 陽 宗 儀君

委 員 金 城 勉君 大 城 憲 幸君

説明のため出席した者の職、氏名

農 林 水 産 部 長 長 嶺 豊君

農 林 水 産 総 務 課 長 幸 地 稔君

農 林 水 産 総 務 課
比 嘉 淳君

研 究 企 画 監

流通・加工推進課長 下 地 誠君

農 政 経 済 課 長 島 川 泰 英君

営 農 支 援 課 長 前 門 尚 美さん

園 芸 振 興 課 長 玉 城 聡君

糖 業 農 産 課 長 喜屋武 盛 人君

畜 産 課 長 仲 村 敏君

森 林 管 理 課 長 平 田 功君

水 産 課 長 能 登 拓君

労 働 委 員 会 事 務 局
金 良 多恵子さん

参 事 監 兼 事 務 局 長
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○瑞慶覧功委員長 ただいまから経済労働委員会を

開会いたします。

本委員会所管事務調査事件「本委員会の所管事務

に係る決算事項の調査について」に係る令和元年第

５回議会認定第１号、同認定第２号及び同認定第９号

から同認定第11号までの決算５件の調査を一括して

議題といたします。

本日の説明員として、農林水産部長及び労働委員

会事務局長の出席を求めております。

まず初めに、農林水産部長から農林水産部関係決

算の概要説明を求めます。

長嶺豊農林水産部長。

○長嶺豊農林水産部長 おはようございます。よろ

しくお願いいたします。

それでは、農林水産部関係の平成30年度歳入歳出

決算について、その概要を御説明いたします。

本日は、サイドブックスに掲載されております平

成30年度歳入歳出決算説明資料により御説明をさせ

ていただきます。

それでは、ただいま青いメッセージで通知をしま

した平成30年度歳入歳出決算説明資料をタップし、

１ページのほうをごらんいただきたいと思います。

農林水産部における一般会計及び特別会計の歳入

決算状況の総括表となっております。

一般会計及び特別会計の歳入合計は、表頭の中ほ

どのＡ欄になりますが、予算現額503億9398万3565円

に対し、調定額419億3923万9577円、収入済額413億

5483万1563円、不納欠損額2242万3276円、収入未済

額５億6198万4738円で、調定額に対する収入済額の

割合である収入比率は98.6％となっております。

次に、右から左に画面をスクロールしていただき

まして、２ページをごらんください。

農林水産部における一般会計及び特別会計の歳出

の決算状況の総括表となっております。

経済労働委員会記録（第１号）
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一般会計及び特別会計の歳出の合計は、Ａ欄のほ

うになりますが、予算現額664億5699万6313円に対し、

支出済額526億4695万3494円、予算現額に対する支出

済額の割合である執行率は79.2％で、翌年度繰越額

113億3025万8775円、不用額24億7978万4044円となっ

ております。

次に、一般会計の歳入歳出決算について御説明い

たします。

同じくスクロールしていただき、３ページをごら

んください。

まず、歳入について説明をいたします。

Ａ欄になりますが、予算現額495億662万1565円に

対し、調定額402億2263万2667円、収入済額401億658万

3526円、不納欠損額1877万6085円、収入未済額9727万

3056円で、収入比率は99.7％となっております。

歳入科目についてですが、（款）分担金及び負担金、

（款）使用料及び手数料、（款）国庫支出金、スクロー

ルしていただきまして４ページになりますが、（款）

財産収入、（款）繰入金、スクロールしていただきま

して５ページになりますが、（款）諸収入、それから

（款）県債となっております。

収入未済額について、主なものを御説明いたしま

す。

５ページの表頭の右側のＥ欄になりますが、（款）

諸収入（目）雑入の6702万9540円でございます。

スクロールしていただきまして、６ページをごら

んください。

次に、歳出について御説明いたします。

表頭の中ほどのＡ欄になりますが、予算現額655億

6963万4313円に対し、支出済額518億8687万4737円、

執行率79.1％、翌年度繰越額112億4635万4775円、不

用額24億3640万4801円となっております。

予算科目の（項）別に申し上げますと、まず（項）

農業費については、Ａ欄になりますが、予算現額193億

1720万5900円に対し、支出済額176億3961万1112円、

執行率91.3％、翌年度繰越額４億618万1600円、不用

額12億7141万3188円となっております。

次に、（項）畜産業費については、Ａ欄になります

けども、予算現額56億2507万8372円に対し、支出済

額41億3152万7643円、執行率73.4％、翌年度繰越額

13億6301万6581円、不用額１億3053万4148円となっ

ております。

スクロールしていただきまして７ページになりま

すが、（項）農地費については、Ａ欄になりますが、

予算現額282億1357万9576円に対し、支出済額202億

6332万5925円、執行率71.8％、翌年度繰越額76億272万

4278円、不用額３億4752万9373円となっております。

次に、（項）林業費については、Ａ欄になりますが、

予算現額19億8820万1000円に対し、支出済額17億

423万6489円、執行率85.7％、翌年度繰越額１億2548万

3000円、不用額１億5848万1511円となっております。

同じくスクロールしていただき、８ページお願い

いたします。

（項）水産業費については、Ａ欄になりますが、

予算現額93億9737万6700円に対し、支出済額79億

3731万4266円、執行率84.5％、翌年度繰越額13億

3672万4160円、不用額１億2333万8274円となってお

ります。

次に、（款）災害復旧費の（項）農林水産施設災害

復旧費については、表のＡ欄になりますが、予算現

額10億2819万2765円に対し、支出済額２億1085万

9302円、執行率20.5％、翌年度繰越額４億1222万

5156円、不用額４億510万8307円となっております。

以上、一般会計歳入歳出決算の概要を御説明いた

しました。

次に、スクロールをしていただきまして、９ペー

ジをごらんください。

次に、農林水産部の所管する特別会計の歳入歳出

決算の概要について御説明いたします。

まず、農業改良資金特別会計について説明いたし

ます。

歳入につきましては、表頭の中ほどのＡ欄になり

ますが、予算現額8537万5000円に対し、調定額５億

8211万1859円、収入済額１億8626万6438円、収入未

済額３億9584万5421円、収入比率は32.0％となって

おります。

収入未済額の主なものは、（款）諸収入（目）農林

水産業費貸付金元利収入の３億1702万6507円で、貸

付金の償還が延滞となっていることによるものであ

ります。

次に、スクロールしていただき、10ページをごら

んください。

歳出につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額8537万5000円に対し、支出済額7952万2094円、執

行率93.1％、不用額585万2906円となっております。

不用額の主なものは、（目）管理指導事務費の585万

1906円で、委託料の執行残等によるものであります。

同じくスクロールをしていただきまして、11ペー

ジをごらんください。

次に、沿岸漁業改善資金特別会計について御説明

いたします。

歳入につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額２億7720万1000円に対し、調定額５億9015万

6848円、収入済額５億5296万2254円、収入未済額
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3719万4594円で、収入比率は93.7％となっておりま

す。

収入未済額の主なものは、（款）諸収入、（目）農

林水産業費貸付金元利収入の3681万3969円で、貸付

金の償還が延滞となっていることによるものであり

ます。

同じくスクロールをしていただき、12ページをご

らんください。

歳出につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額２億7720万1000円に対し、支出済額２億7045万

4641円、執行率97.6％、不用額674万6359円となって

おります。

不用額の主なものは、（目）貸付事業費の550万円

で、貸付金の執行残によるものであります。

同じくスクロールをしていただき、13ページをご

らんください。

次に、中央卸売市場事業特別会計について御説明

いたします。

歳入につきましては、表頭中ほどのＡ欄になりま

すが、予算現額５億881万9000円に対し、調定額４億

2651万9161円、収入済額４億1846万6522円、不納欠

損額144万7191円、収入未済額660万5448円で、収入

比率は98.1％となっております。

収入未済額の主なものは、（款）使用料及び手数料、

（目）市場使用料の371万4432円で、使用料の支払い

が延滞となっていることによるものです。

ただいま通知をいたしました青いメッセージを

タップしていただきまして、15ページをごらんくだ

さい。

歳出につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額５億881万9000円に対し、支出済額４億972万

2594円、執行率80.5％、翌年度繰越額8390万4000円、

不用額1519万2406円となっております。

繰越額については、国の経済対策関連に係る補正

予算によるものであります。

不用額の主なものは、（目）中央卸売市場管理費の

1377万5302円で、委託料の入札残によるものであり

ます。

次に、スクロールをしていただき、16ページをご

らんください。

林業・木材産業改善資金特別会計について御説明

いたします。

歳入につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額1596万7000円に対し、調定額１億1781万9042円、

収入済額9055万2823円、不納欠損額220万円、収入未

済額2506万6219円で、収入比率は76.9％となってお

ります。

収入未済額の主なものは、（款）諸収入、（目）農

林水産業費貸付金元利収入の2202万3666円で、貸付

金の償還が延滞となっていることによるものであり

ます。

スクロールをしていただき、17ページをごらんく

ださい。

歳出につきましては、Ａ欄になりますが、予算現

額1596万7000円に対し、支出済額37万9428円、執行

率2.4％、不用額1558万7572円となっております。

不用額の主なものは、（目）貸付事業費の1500万円

で、貸付金の執行残によるものであります。

以上、農林水産部関係の平成30年度一般会計及び

特別会計の決算概要を御説明いたしました。御審査

のほどよろしくお願いいたします。

○瑞慶覧功委員長 農林水産部長の説明は終わりま

した。

次に、労働委員会事務局長から労働委員会事務局

関係決算の概要説明を求めます。

金良多恵子労働委員会事務局参事監兼事務局長。

○金良多恵子労働委員会事務局参事監兼事務局長

おはようございます。

労働委員会事務局所管の平成30年度一般会計歳入

歳出決算の概要につきまして、サイドブックスに掲

載されております歳入歳出決算説明資料により説明

申し上げます。

それでは、ただいま青いメッセージで通知しまし

た平成30年度歳入歳出決算説明資料をタップし、資

料をごらんください。

それでは、説明資料の１ページをごらんください。

歳入状況について御説明いたします。

決算額は（款）諸収入の13万8545円となっており

ます。その内容は職員手当の過払いによる返納と一

般職非常勤職員の雇用保険料本人負担分でございま

す。

タブレットの画面を右から左にスクロールしてい

ただき、説明資料の２ページを表示ください。

歳出状況について御説明いたします。

予算現額１億3282万5000円に対し、支出済額は１億

2155万円で、執行率は91.5％となっております。

支出の主なものは、委員の報酬や費用弁償等の委

員会の運営費並びに事務局職員の給与や旅費のほか、

需用費等の事務局の運営費でございます。

不用額は1127万4618円で、その主なものは、給料、

職員手当等、人件費の執行残となっております。

以上で労働委員会事務局所管の歳入歳出決算の概

要説明を終わります。御審査のほどよろしくお願い

いたします。
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○瑞慶覧功委員長 労働委員会事務局参事監兼事務

局長の説明は終わりました。

これより質疑を行いますが、本日の質疑につきま

しては、「決算議案の審査等に関する基本的事項（常

任委員会に対する調査依頼について）」に従って行う

ことにいたします。

決算特別委員長から調査を依頼された事項は、沖

縄県議会委員会条例第２条に規定する所管事務に係

る決算事項でありますので、十分御留意願います。

要調査事項を提起しようとする委員は、質疑の際

にその旨を発言するものとし、明 10月18日、当委員会

の質疑終了後に改めて、要調査事項とする理由の説

明を求めることにいたします。

その後、決算特別委員会における調査の必要性に

ついての意見交換や要調査事項及び特記事項の整理

を行った上で、決算特別委員会に報告することにい

たします。

委員長の質疑の持ち時間については、決算特別委

員会に準じて、譲渡しないことにいたします。

また、質疑に際しては、あらかじめ引用する決算

資料の名称、ページ及び事業名等を告げた上で、当

該ページをタブレットの通知機能により、委員みず

から通知し、質疑を行うようお願いいたします。

さらに、答弁に当たっては、総括的、政策的な質

疑に対しては部局長が行い、それ以外はできるだけ

担当課長等の補助答弁者が行うことにしたいと思い

ますので、委員及び執行部の皆さんの御協力をお願

いいたします。

なお、課長等補助答弁者が答弁を行う際は、あら

かじめ職、氏名を告げてください。

質疑及び答弁に当たっては、その都度、委員長の

許可を得てから、重複することがないよう簡潔にお

願いいたします。

それでは、これより直ちに各決算に対する質疑を

行います。

大浜一郎委員。

○大浜一郎委員 よろしくお願いいたします。

主要施策の成果に関する報告書から、何点か御質

問させていただきます。

159ページでございますけども、肉用牛肥育素牛の

導入支援に関して、事前に質問内容はお届けしてい

ると思いますが、八重山地域への素牛の導入状況と

肥育牛の頭数の推移についてお答えいただきたいと

思います。

○仲村敏畜産課長 肉用牛肥育素牛導入支援事業に

おける八重山地区の導入実績については、平成29年

度は139頭、平成30年度は170頭となっておりまして、

県全体の25％程度を占めております。

また、八重山地区の肥育牛飼養頭数は、平成28年

2323頭、平成29年2598頭、平成30年2771頭と増加傾

向で推移しております。

○大浜一郎委員 ありがとうございます。

続きまして、160ページでございますけど、６次産

業化の推進についてお伺いします。

執行の関係で６次産業化支援事業が30.2％、６次

産業化人材育成活性化事業は93.9％と、非常にちょっ

と落差がある予算執行になっておりますが、特に新

商品に係る費用と販売店施設整備に係る一部補助が

ゼロ件の実績ということでありますが、何が問題あっ

たんですか。

○下地誠流通・加工推進課長 委員からお話のござ

いました補助のゼロ件についてですけれども、当該

事業は６次産業化支援事業という事業で実施してお

りまして、６次産業化に取り組む農林漁業者に対し、

新商品開発や市場評価、販路開拓に必要な経費を補

助しております。

平成26年度に２業者、平成28年度に１業者を補助

しておりますが、しかしながら、補助を受けた事業

者が一定の利益が出た場合、補助金を返還する要件

があることや、補助率が２分の１から３分の１に引

き下げられたことにより、当該補助金を希望する事

業者が少なく、平成30年度はゼロ件となっておりま

す。

県ではこれらの状況を踏まえ、一括交付金を活用

して既存商品の改良や販路開拓など、ノウハウの習

得を目的とする６次産業化人材育成活性化事業を実

施し、平成30年度の加工品改良補助金については、

５事業者の活用があったところです。

○大浜一郎委員 これは25年度からやられている事

業でありますし、６次産業化というのは非常に重要

な政策であったのですが、要するに補助金の割合に

よってこれだけ30％しか執行ができなかったと、

ちょっと疑問なんですよね。

どこまで認知がされて、どのようなフォローがさ

れたのか、少し今の答弁では見えませんが、どうで

すか。

○下地誠流通・加工推進課長 年度前に市町村へ要

望調査などを行い、希望を募っているところです。

ところが、この事業については、先ほど申し上げ

ましたように要件がちょっと厳しくて、この農林省

の国庫補助事業の６次産業化支援事業ではなく、先

ほど申し上げましたように、一括交付金の６次産業

化人材育成活性化事業のほうの商品改良が使い勝手

がいいということで、こちらのほうに流れているよ
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うな経緯がございます。

○大浜一郎委員 それでは人材育成活性化事業の具

体的な効果の確認をさせていただきたいのと、６次

産業化の波及効果を高めるための市町村関係の地域

連携のあり方を検討するという具体策について、お

答えいただきます。

○下地誠流通・加工推進課長 ６次産業化を推進す

る上では市町村など地元関係機関を巻き込んだ地域

連携が課題であったことから、平成30年度から地域

連携プロジェクトとして、うるま市と多良間村のモ

デル的な取り組みを支援しております。

うるま市では、農林漁業者単独の取り組みにおい

て大きな負担となる加工機器などの導入について、

市が整備した加工施設の利用や地元商業高校との商

品共同開発を行うことによって課題解決を図り、商

品改良に結びつけております。

また、多良間村では、事務局機能が十分でない農

業者組織に対して、地域おこし協力隊など行政関係

者が事務局機能を補完し、商品改良過程の進捗管理

や対外的な調整の代行を行うことで、事業者に寄り

添った支援が実現しております。

○大浜一郎委員 ありがとうございました。

163ページです。地産地消推進体制づくりですが、

新規で26店舗、新規登録があって、全体で286店舗と

いう成果とお聞きしていますが、実際ホテルとか、

例えば居酒屋さんとか、県産品使用率の調査をした

ことがあるのかどうなのか。また、学校給食の現場

で地産地消の使用率の現状と、もしくは改善点、本

来はこれだけあるべきだろうという使用比率につい

て、お答えいただきたいと思います。

○下地誠流通・加工推進課長 県では地産地消推進

に係る各種施策を効果的に実施するため、県産農林

水産物の学校給食や、県内ホテルでの利用状況を調

査しております。

29年度の学校給食での県産食材利用率は30.6％で、

県内ホテルでの利用率は32.4％となっており、いず

れもここ数年は３割程度で推移しております。

これらのことを踏まえ、ことし３月に策定した第

４次沖縄県地産地消推進計画における５年後の目標

値として、学校給食での利用率を34％、ホテルにお

ける利用率を36％と設定しております。

また、同利用状況調査によりますと、県産農林水

産物の利用上の主な課題として、価格が不安定であ

ることや、生産の端境期の品目の種類や量の不足な

ど安定供給上の課題に加え、学校給食調理場での人

手不足による下処理等が挙げられているところです。

○大浜一郎委員 ありがとうございます。

今の改善点でいろいろありましたけど、これは具

体的に何か取り組みは今されていますか。

○下地誠流通・加工推進課長 第４次でこれらの課

題を解決するべく、これから取り組むというような

段階になります。

○大浜一郎委員 ぜひとも取り組んでいただいて、

30％と言わずに40とか、50とか、少しハードルを上

げたほうが改善点の克服に力が入るんじゃないかな

と思います。

次、164ページです。県産農林水産物輸出体制構築

事業でありますが、この課題の中について、比較優

位性がある農水産物を絞り込む必要があるという結

論が出ているようですが、今回の事業の中でどのよ

うな品目が輸出体制には有効だと考えておられます

か。

○下地誠流通・加工推進課長 本県の地理的優位性

を生かし、成長著しいアジア圏へ販路拡大を図るた

め、県産農林水産物のさまざまなプロモーションに

取り組んでおります。

これまでの輸出事業の取り組みにより、アジア圏

域での有望な品目としては、比較的認知度が高い黒

糖や他産地との競合が少ないモズク、シークヮーサー

などが有望であり、特に香港では観光地としての沖

縄の認知度の高まりとともに、県産パインやカンショ

も有望な品目であると確認しております。

○大浜一郎委員 ありがとうございます。

あと、肉用牛の輸出をしているということであり

ますけど、これはどこのＨＡＣＣＰを使って、通し

て、出荷されていますか。

○仲村敏畜産課長 現在、県内には肉用牛を屠畜し

て海外へ運ぶ食肉センターはございませんので、主

に鹿児島県の屠畜場で屠畜した牛肉が海外へ輸入さ

れております。

○大浜一郎委員 それではやはりコストが高くなる

んじゃないですか。

○仲村敏畜産課長 鹿児島への輸送コストは若干か

かると思いますけれども、輸出事業―条件不利性解

消事業により一部輸送費の支援をしております。

○大浜一郎委員 ですから県内ではＨＡＣＣＰの推

進を今後やっぱりやっていかないと、結局、コスト

高になると思うんですよ。

競争力がなくなっていくので、県内ＨＡＣＣＰの

取り組みを逆に強化していくということも視野に入

れて、これ強力に進めていただきたいと思います。

それと卵を輸出していますが、全品県産品ですか、

鶏卵は。

○仲村敏畜産課長 県内で輸出している卵は、こち
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らでカウントしているのは全て県産品でございます。

○大浜一郎委員 スーパーなんかに行くと、要する

に足らないのでかなり流通物が入っているんですよ。

流通物が入るぐらい、県内市場も賄い切れないん

だけども、これが全量というのが非常に不思議だな

と思ったんですけど、もう一度トン数を教えてくだ

さい。どのくらい送られたんですか。

○仲村敏畜産課長 済みません、もう一度、数量で

すか。

○大浜一郎委員 そう、トン数。

○仲村敏畜産課長 平成30年度実績で鶏卵は66.4ト

ンとなっております。

○大浜一郎委員 わかりました。ありがとうござい

ました。

166ページです。農林水産物流通条件不利性解消事

業ですけど、航空輸送かコストの低い船舶輸送への

転換が必要だとしておられますが、鮮度の保持、特

に離島地域の物流連携はどういうことになっている

んでしょうか。

○下地誠流通・加工推進課長 農林水産物流通条件

不利性解消事業による県外出荷量に占める船舶輸送

の割合は、平成25年度の57.9％から平成30年度は

64.4％へと、航空輸送から船舶輸送へ6.5ポイント移

行しております。

この移行分については、船舶で輸送しても鮮度が

保持されるカボチャやモズクなどの品目の増加によ

るもので、輸送運賃の低い船舶輸送への移行により

補助事業者の輸送コスト低減が図られるものと考え

ているところです。

一方、離島地域の県外出荷量は、平成30年度で１万

7170トンとなっており、平成25年度の１万1203トン

と比べると5967トン増加しており、離島地域におい

ても、県外出荷量の拡大が図られているものと考え

ております。

○大浜一郎委員 ですので、船舶で輸送する際に連

携がうまく―スムーズにいっているかということで

すけど、その辺はどうですか。

○下地誠流通・加工推進課長 船舶で輸送する場合、

リーファーコンテナ―温度管理機能付コンテナ等を

利用して出荷しております。

主にモズクなどがそういうもので県外出荷量が増

加しているということを確認しております。

○大浜一郎委員 離島からの産物が多いのは、何が

多いですか。

○下地誠流通・加工推進課長 宮古だとゴーヤー、

カボチャ、トウガン、ピーマン、モズクの順になり

ます。

八重山だとパイナップル、マグロ、クルマエビ、

モズクという順番になっております。

○大浜一郎委員 ありがとうございます。

これは非常に事業の効果が期待されているもので

すけれども、これは一括交付金を利用していますよ

ね。今後この一括交付金が、要するにあと２年程度

で見直しになるんだけども、この事業については、

今後どのような体制で維持していこうか、具体的な

検討というのはされていますか。

○下地誠流通・加工推進課長 今年度、検討委員会

を立ち上げて、この事業、これまでやってきたこと

の効果検証を確認し、検討委員会を来年まで開催す

る予定なんですけれども、そちらのほうで報告をい

ただいて、それに基づいて令和４年度以降の事業に

ついて検討をしていくと、そういう段取りになって

おります。

○大浜一郎委員 次期振興計画の中にもこれは重要

な施策としても入れる必要があろうと思っています

ので、その辺の努力をぜひお願いしたいと思います。

171ページです。畜産担い手育成総合整備事業であ

りますが、補助金事業が46.8％、交付金事業が

52.2％、課題としては離島地域の工事技術者不足と

ありますけど、これは多分に経年でこのような状況

が起きていると思うんですが、改善点としては、例

えば何を行いましたか。

○仲村敏畜産課長 お答えいたします。

畜産担い手育成総合整備事業は、未利用地や低利

用地を地域の担い手に集積し、草地造成と自給飼料

生産基盤を整備することにより、飼料基盤に立脚し

た安定的な経営体を育成し、地域農業の活性化を図

ることを目的に実施しております。

本事業につきましては沖縄県農業振興公社が事業

実施主体となり、竹富町の黒島、竹富町の小浜、西

表島、久米島町の離島３地区で実施しております。

離島地域における事業実施に当たっては、建設業

界の職人不足の影響もあり、工事技術者の確保が難

しい状況となっております。

特に、本事業の造成工事においては、岩盤を砕き

細かくするストーンクラッシャーやスタビライザー

など、特殊工法が必要な工事地区については対応可

能な業者が限られておりますので、そのため県とし

ましては、農業公社や地元自治体、それから関係事

業者等の連携を密にして、施工箇所を細かく割り振

りして効率的な施工を行うということ、それから工

程管理を徹底するということ、それから事前協議を

頻回に行い強化しているところであります。

これらのことを含めまして、今後は執行率の改善
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に取り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。

○大浜一郎委員 ありがとうございました。

畜産―これも担い手の育成総合事業はとても大事

な離島での事業だと思っておりますので、関係各位

と連携して執行率を上げて、事業の達成に本当に邁

進してほしいなというふうに思っています。よろし

くお願いします。

182ページです。自然環境に配慮した農業でありま

すが72.8％、対策事業に関しては一括交付金が使わ

れているようでありますけれども、これは目に見え

る効果として、赤土流出防止の推進、自然環境です

けど、目に見える効果としては、経年ではどのよう

な形で数値というのを捉えておりますか。

○前門尚美営農支援課長 県の赤土等流出防止対策

につきましては、平成25年に策定された沖縄県赤土

等流出防止対策基本計画に基づき、平成33年度を目

標年度としまして、関係部局が流出量の削減に取り

組んでいるところであります。農林水産部では、農

地からの流出防止対策に取り組んでおります。当事

業では、東村、石垣市、竹富町など10市町村に農業

環境コーディネーターを13名配置いたしまして、グ

リーンベルトの増殖、植えつけ体制構築など、コー

ディネーターが地域と連携して赤土等流出防止対策

の促進を図っております。

平成24年度から平成30年度までの事業の実績とし

まして、圃場の周囲にグリーンベルトを約180キロ

メートル分設置し、また、圃場の周囲では緑肥の播

種やマルチングを約744ヘクタール分実施しておりま

す。

そのほか、県内各地域では土壌保全の日としまし

て、グリーンベルトの植栽などを農家や関係者など

と実施する普及啓発イベントも開催しております。

県としましては、引き続き関係市町村とともに連

携しながら、流出防止対策に取り組んでまいります。

○大浜一郎委員 グリーンベルトの増殖というのは、

私も現場を見てきたからよくわかるんですが、実際

に大雨のときに赤土はもう大量にやっぱり流れてい

るわけですよね。その辺のところ、どれぐらいの量

が流出しているかというようなことが、経年の間に

どれぐらい目に見えてわかるようになったのか。環

境白書の中にも少しありましたけど、このところが

ね。その辺のところもちょっと教えてほしいんです

よ。この対策がどのような状況になっているのか。

○前門尚美営農支援課長 農地からの赤土の流出状

況でございますけれども、沖縄県の赤土等流出防止

対策基本計画及び同計画の中間評価の中からでござ

いますけれども、平成28年度の農地からの赤土等流

出については、平成５年に比べまして約30％、約9.5ト

ンということで削減しているところでございますけ

れども、農地からの流出割合が相対的に高くなって

おりますので、引き続き営農的対策、土木的対策の

構築による対策が現在求められているところであり

ます。

○大浜一郎委員 わかりました。

これはね、本当に海を汚すと沖縄の自然・文化も

壊してしまうということにやっぱりなっていきます

ので、これ本当は国も交えて対策はしなきゃいけな

いと思っているんですが、ちょっと質問したいんで

すけど。

この赤土流出防止活動資金の確保にかかわる制度

設計というのがあるんですが、これは一体何なんで

すか。

○前門尚美営農支援課長 赤土等流出防止対策につ

いては、農地における流出防止対策を継続的に行っ

ていくことが重要でありますけれども、現在、農地

対策に係る資金の確保というのが課題となっており

ます。

そこで、寄附金確保の方法などについて情報収集

し、赤土等流出防止活動資金の確保に係る仕組みづ

くりというのを検討しております。

具体的に言いますと、寄附をもらえるターゲット

の調査、寄附の実施方法、各種プロモーションなど

の啓発活動を実施しているところであります。

県としましても、引き続き持続的な赤土等流出防

止対策が構築できるように取り組んでまいります。

○大浜一郎委員 これは寄附とか、ＰＲ活動は寄附

がないとできないんですか。

寄附を募ってやるような問題なんですか、これは。

○前門尚美営農支援課長 現在、補助事業のほうで

実施しておりますが、地区の協議会が継続的に活動

をしていくためには、やはり持続的に協議会が自分

たちで自走して活動できるということで、どういう

方がそういう赤土等流出防止活動に共感いただいて

寄附をもらえるかというターゲット調査とあわせて、

ＣＭとかラジオとかでまたプロモーション、赤土等

流出防止対策ということで活動啓発ということをあ

わせて、現在実施しているというところであります。

○大浜一郎委員 よかれと思った農地改良が、基本

的にはこういった形になってきたというようなこと

があるので、これは寄附金を取るんじゃなくて、こ

れはもうとめるんだというようなことでの制度設計

のほうが、はるかに僕は有効だと思いますよ。

また、地域との連携は必要なんですけども、この
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赤土防止対策が進んでいない地域協議会というのは、

実際、何をしているんですか。海が汚れているのに

何をしているんですか。

○前門尚美営農支援課長 現在、赤土等流出防止対

策協議会ですけれども、重点監視海域などを有する

10市町村に設置しておりますが、委員がおっしゃい

ました対策が進んでいない地域協議会というところ

におきましては、対象となる農地面積が広く、また、

移動距離も長い地域であることが原因の一つとなっ

ていると考えられます。

このため県では、各市町村に農業環境コーディネー

ターを配置いたしまして、赤土流出圃場の現状把握、

農家への流出防止対策技術の普及などの支援を行っ

ております。

県としましては、引き続き関係機関とも連携しな

がら、必要な予算の確保に努めてまいります。

あわせて、また各地域の協議会同士の交流会です

とか、研修などを通じて、進んでいる地域の取り組

みの紹介などをすることで対策内容の充実を図って

いきたいと考えております。

○大浜一郎委員 赤土の流出問題が、実はオニヒト

デの増殖を助長しているということもありますから

ね、これは予算確保はもう十分に、もう少し増額し

てもとられるべきだと思いますので、ぜひその辺の

取り組みをお願いしたいと思います。

186ページでありますけれども、特殊病害虫特別防

除事業でありますけれども、84.4％の一括交付金で

もって執行がされてございます。

沖縄の農業は、特殊病害虫との戦いであったと聞

いておりますし、特に八重山地域においては、今後

イムゲーという蒸留酒製造のために芋の生産拡大を

したいという生産者が大分ふえてきているというふ

うに聞いています。単収もいいんでしょうね、多分

に。

しかしながら、イモゾウムシ等々の問題があって、

拡大しても歩どまりが悪いというような意見も

ちょっと聞いておりますが、今後とも防除事業に関

してはもう本当拡大していかなければいけない、農

業生産においてもと思うんですけど。

具体的な見通しは立っていますか。これは一応令

和３年までの事業になっておりますけど、今後どう

でしょうか。

○前門尚美営農支援課長 県ではアリモドキゾウム

シとイモゾウムシの根絶事業を平成13年度より久米

島、また、19年度より津堅島において実施している

ところであります。

久米島のアリモドキゾウムシにつきましては、平

成25年に根絶を達成しております。また、津堅島の

アリモドキゾウムシにつきましても根絶間近で、イ

モゾウムシについては、生息密度が大幅に低下して

おります。

両ゾウムシ根絶の防除地域を拡大していくために

は、両ゾウムシの大量増殖技術及び低コスト人工飼

料の開発、イモゾウムシの有効なモニタリング技術

等を確立する必要がございます。

県としましては、これら技術の開発状況を踏まえ

つつ、久米島、津堅島でのイモゾウムシ類の根絶防

除を行った後、防除地域を拡大し、関係機関と連携

して根絶、防除を進めていく考えであります。

○大浜一郎委員 ありがとうございました。

これは後ほどもう一度聞きたいと思いますが。

最後ですけども、これはちょっと私の個人的意見

ですが、主要施策の成果に関する報告書の中で、水

産関係の主要事業がとっても少ないんですよ。水産

事業が何で主要施策の成果に関する報告書の中でき

ちっと取り上げられていないのか、非常に不思議で

あります。その点どうでしょうか。

○能登拓水産課長 県では本県水産業の振興を図る

ため、平成30年では水産業費としまして72億1942万

円を計上しまして、つくり育てる漁業の推進、流通

体制や生産基盤の整備、漁業者の安全操業の確保、

担い手の確保育成等により水産業の振興に取り組ん

でいるところでございます。

また、平成31年度は前年に比べまして３億6345万

円、率にして５％増となります75億8286万円計上し

まして、取り組みを強化しているところでございま

す。

県としましては、引き続き、本県の地理的特性を

生かした水産業の振興を図るために、各種施策に取

り組んでまいりたいというふうに考えているところ

でございます。

○大浜一郎委員 私が言っているのは、主要施策の

成果に関する報告書の中で何で少ないのかなと、もっ

と載せるべきじゃなかったかということであります。

○長嶺豊農林水産部長 今委員からの御指摘で、30年

度事業が少ないのではないかということであります

けども、これまでいろんな糸満の新市場とか、そう

いう新しい事業も31年度からできておりまして、そ

ういう意味では、いろいろな調整が進んで大きい事

業をこれから進めていくということもあります。

それから、担い手の育成につきましても、今は未

来のマリンパワー確保・育成一貫支援事業あります

けども、それについても今年度大幅に拡充して、よ

り担い手を確保していこうという取り組みをしてお
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りますので、その時点、時点では、少し主要事業に

出入りがあると思いますけども、引き続き、水産に

ついても振興を強化していくということで考えてお

りますので、御理解のほどよろしくお願いいたしま

す。

○大浜一郎委員 離島では水産物をどうやってみん

なに消費をしてもらうか、どういうふうに加工食品

にして付加価値を上げるか、そういったものに非常

に興味がある若い世代が多いというふうに、私は直

感として感じております。

ぜひそういった施策をどんどん推進していってい

ただきたいし、この成果を確認したいと思っていま

すので、どうかこの辺の取り組みをお願い申し上げ

ます。

○瑞慶覧功委員長 西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 よろしくお願いします。

細部に入る前に、まずは一般会計、平成30年度の

歳出のほうで執行率、繰越率、不用率の推移、過去

３年―平成30年、29年、28年の３年の率を、一般会

計、特別会計おのおの教えてもらえますか。

○幸地稔農林水産総務課長 お答えします。

平成28年度予算現額は、745億3397万円……

○西銘啓史郎委員 休憩お願いします。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から金額は要らないの

で執行率を教えてほしいとの発言があっ

た。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

幸地稔農林水産総務課長。

○幸地稔農林水産総務課長 執行率についてお答え

します。

平成28年度は78.3％、平成29年度は80.0％、平成

30年度は79.1％であります。

続きまして、繰越額ですが、平成28年度は18.6％、

平成29年度は16.6％、平成30年度は17.2％。

続きまして、不用額ですが、平成28年度は3.2％、

平成29年度は3.4％、平成30年度は3.7％となってお

ります。

○西銘啓史郎委員 特別会計もお願いします。

○幸地稔農林水産総務課長 失礼しました。

続きまして、特別会計についてお答えします。

まず、執行率ですが、平成28年度は93.8％、平成29年

度は90.9％、平成30年度は85.7％。

続きまして、繰り越しですが、28年度、29年度は

ございません。30年度繰越額、9.5％。

続きまして、不用額ですが、28年度は6.2％、29年

度は9.1％、30年度は4.9％となっております。

○西銘啓史郎委員 ありがとうございます。

なぜそういう質問をしたかというと、やはり知事

部局の中でも、一般会計の執行率はやはり土木と農

水というのは他の部局、県全体でも90.8―平成30年

度ある中で、全然もう桁が違う。それもまた後ほど

理由も聞きたいんですけども。

農水部として、まずは一般会計、資料でいうと

６ページですかね、一般会計歳出の部分からいきた

いんですけど、（項）でいくと農業費から畜産業費、

農地費、林業費、８ページになって水産業費、災害

復旧費、農林水産業施設災害復旧費とありますけど。

まず、僕が気になるのが、畜産業費の（目）の畜

産振興費ですけど、細かい内部は別としても執行率

が69.3で、次年度繰り越しが30.2―13億円ぐらいあ

るんですが、畜産は非常に振興上、力を入れている

というふうに理解したんですが、この支出済額、執

行率が低い理由をちょっと御説明いただけますか。

６ページの（項）畜産業費の畜産振興費。

○仲村敏畜産課長 執行率の主な事業としましては、

畜産担い手育成総合整備事業、それから食鳥処理施

設整備事業が平成30年度の主な執行率低下の要因と

なっております。

畜産担い手育成総合整備事業に関しましては―繰

り越し理由としましては、それぞれ地区ごとに異な

るんですけれども、竹富町の黒島のサミン地区では、

草地造成工事等において、伐採、雑木等の処理量が

当初より多く発生しております。

新たに処理用地の確保が必要となりまして、不要

の日数を要して年度内工事が困難となったというこ

とが挙げられます。

竹富町の西表島、小浜島につきましては、予定地

の賃貸借契約等の権利関係に手続上不備が見られま

して、受益者とその関係機関との調整に時間を要し

たため、入札時期がおくれることになっております。

それから、久米島のほうですけれども、久米島の

ほうも畜舎整備の計画予定地のほうが観光名所近く

だったため、遠くのほうへ少し場所を移動してほし

いということで、代替地の選定、それから取得につ

いて時間を要したということで、そちらのほうも繰

り越し手続を行っております。

それから、食鳥処理整備事業ですけれども、こち

らのほうとしましては、昨年の６月から９月まで、

たび重なる台風がありまして、建屋工事のおくれが

生じております。工事の遅延した影響から、現在、

建設業界の職人不足もありまして、スケジュール等

が難しくなりまして、労務者の確保が困難になった

ことで年度内完了が難しくなったということでござ
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います。

○西銘啓史郎委員 ありがとうございます。

同じく一般会計歳出の８ページ、（款）で災害復旧

費なんですけど、これも当初予算が18億円ぐらいあっ

て、減額補正で11億円減らして繰り越しがあって、

結果的には10億円に対して２億円しか使っていない

んですけど、これはどういう理由でしょうか。

○幸地稔農林水産総務課長 災害復旧費につきまし

ては、漁港漁場災害復旧事業費ですが、渡名喜漁港

の沖防波堤工事に想定していた作業船の避難回航等

が必要なくなったことから、工法変更等による不用

であります。

○西銘啓史郎委員 それだけで不用が４億円あるん

ですけど、翌年繰り越しも４億円あるんですけど、

その１つの案件でこれだけの執行率になって、不用

額になっているという理解でいいんですか。

○幸地稔農林水産総務課長 渡名喜漁港につきまし

ては、２億2522万円となっております。

○西銘啓史郎委員 当初予算でも18億円ぐらいいろ

いろ災害復旧費、（款）でありますよね。だから、よっ

ぽど台風か何かわかりませんけども、30年度は台風

もあったとは思うんですけど、当初想定したよりそ

ういうのがなかったのかどうか。その辺の天候的な

ものがあるのか、それとも単なる漁港のあれがなく

なった、２億円なくなったからといっても執行率が

低過ぎるなという気がしていて。または、予算が相

当多過ぎたのか。

○長嶺豊農林水産部長 災害復旧費については、災

害が起こったときにやはり迅速に対応しないといけ

ないということもありまして、過去の災害の被害額

とか、そういうものを勘案しまして見積もって計上

をしております。

ですから、できるだけ迅速に対応するためには、

一定程度、最大値に近い形のものを計上しなければ

いけないという状況もあって、災害がそういう水準

でなかった年については、やはりそういう不用とか

が出てくるというところで御理解いただきたいなと

思っております。

○西銘啓史郎委員 じゃあ、ちょっと災害復旧費の

この過去３年ぐらいの執行率はどのぐらいかわかり

ますか。すぐ出ますか。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部から２年分の数字でいい

かとの確認があり、委員からそれで構わな

いとの発言があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

幸地稔農林水産総務課長。

○幸地稔農林水産総務課長 災害復旧費の平成29年

の不用額が11.7％、平成30年度不用額が16.6％となっ

ております。

○西銘啓史郎委員 平成29年度の執行率は何％ぐら

いですか。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、西銘委員から数字がわからなけ

れば後で教えてほしいとの発言があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

西銘啓史郎委員。

○西銘啓史郎委員 私の理解が間違っていなければ、

部長、こういう理解でいいのか。

30年度は当初18億円の当初予算がありましたと。

補正で減額して、11億円をマイナスして、それに繰

り越しを足したら約10億円―30年度の予算ですよね。

支出済みが２億円なので２割しか執行をしていませ

んと。

その残りのうちの４億1200万円は次年度に繰り越

すけれども、４億円は不用額となっていると―30年

度の決算は。

ということは、31年度に４億円が入って、同じよ

うに31年度の当初予算と繰り越しを足したら18億円

ぐらいあるという理解でいいんですかね。31年度の

予算は、ちょっとまだ頭に入っていないんですけど、

災害復旧費としては、大体18億円ぐらいを毎回計上

しているという理解でいいですか。そういう理解で

いいなら、わかりました。

何が申し上げたかったかというと、もちろん災害

はいつ来るかわからないし、本当は使わないのにこ

したことはないですけれども、執行率が低い理由が

何らかの理由で―違う理由で下がっていたらまずい

んじゃないかなと思ったので質問しただけですから、

そういう理解を私もさせていただきます。

それと部長は―平成30年度は部長ではなかったか

もしれませんけれども、先ほどの主要施策がありま

すけれども、34項目ありますね、農水部として。目

次のほうにありますけれども、１から34まであるん

ですけれど。例えばこれもページを見ないと、どこ

の課のあれかわからないですけれども、確かに大浜

委員が言ったように水産関係が少ないような気も、

私も確かにしました。別にこれが、水産に主要施策

がないわけではないでしょうけれども、この１から

34を選ぶのはどんな基準ですか。例えば主要とする

理由ですね。例えばこの順番もですけれど、１番か

ら重要度というわけではないですよね。額の順でも

ないし。

○長嶺豊農林水産部長 ここでは順番が、重要度が
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高いとか、そういうことではないと思いますが、例

えば施策ごとに、生産供給体制の強化であったり、

加工の推進であったり、そういう施策ごとにどちら

かというと並んでいるのではないかなと思いますが、

余りそこの順番は気にしていなかったものですから

……。

基本的には沖縄21世紀ビジョン基本計画に農林水

産部では７つの施策、例えば沖縄ブランドの確立と

生産供給体制の強化、そういう７つの柱で組んでお

りますが、その中でいわゆる施策を推進するために

エンジンとなる事業をここに掲げてあるという理解

をしていただければと思いますけれども。

○西銘啓史郎委員 ということは、21世紀ビジョン

の１から―７番はフロンティア型農林とありますね。

この順番で載っているという理解でいいですか。

○長嶺豊農林水産部長 順番はちょっと違いますけ

れども、その施策を推していく事業としてここに書

かれてあると。

○西銘啓史郎委員 このただいまの155ページには部

課等も入れてもらいました、糖業農産課が入ったり、

次のページも糖業農産課なんですけれど、当然これ

がごちゃごちゃ入れかわりするものですから、何か

見やすい方法がないかなと思ったりですね。

または本当に重要、農水部として平成30年度、１か

ら34あるけれど、本当に力を入れたのはこれですと

いうのが上位、そういう順番も僕らとしては見やす

いですよね。

例えば力の入れ方の、部長として31年度は―今度

決算するときには、今年度はこういうことでやりま

したというのがわかるようにすると、僕らも重要度

がわかれば。下にあるのが低いとかではないですけ

どね、そういうのが何かわかるようにしてほしいな

というのが１点と。あとは、これは一括交付金。以

前、この星印がついているのが一括交付金活用でし

たか。詳細のところについているのが。ということ

は、この１から番号のところにでも打ってもらうと、

一括交付金がわかるようになるじゃないですか、目

次を見れば。その辺も何かいいアイデアがあればま

たお願いしたいと思います。

では、詳細にいきたいと思いますけれども、その

前に部長、先ほどの冒頭の30年度の決算で、当時は

部長ではないにしても、この執行率や繰越率、もち

ろん農水特有の事情とかがあるにしても、本来農水

部としてはどれぐらいまで目指したいとしているん

ですか。執行率や繰り越しを。繰り越しなので事情

はいっぱいあるにしてもですね。

○長嶺豊農林水産部長 まず平成30年度の―先ほど

も説明をしておりますが、執行率については79.1％

ということで、昨年の80％台から執行率としては落

ちているという状況にあります。

目標というよりは、いわゆる当年度計上された予

算については、やはり早目に効果を発現するという

意味では一つの―できれば８割を超えた水準で持っ

ていきたいんですけれども、基本的にはやはり可能

な限り執行に取り組んで、早期の効果発現を目指し

たいというのが、私の基本的な考え方です。

○西銘啓史郎委員 あと、特別会計は先ほど、85.7と

いうことでしたけれども、過去三、四年でも一番低

いような気がするんですが、特別会計は細かいのを

見ていませんのであれですけれど、県全体でも特別

会計というのはもう９割を超える、98％ぐらい超え

ますよね。だから何らかの理由があると思っていて。

実は僕、前の島尻部長のときにも質問した農水の

人員体制とかですね、要は予算執行に当たって、本

当に適正な人員が確保されているのか。例えば人員

が、部長としては言いにくいかもしれませんけれど、

いろんな形で人は減っているけれど、やる業務は変

わらないとか、そういうのがないかなと心配してい

るんですね。

だから、執行率が下がっているのが、そういう人

員にかかわるものであれば、その辺はしっかりやっ

ていくべきじゃないかというような気がするんです

けれど、人員の件については、部長はどう考えてい

らっしゃいますか。31年度４月の段階の人員につい

てですね。農水部として必要人員を確保できている

のか、またはどうなのかというのをお答えいただけ

ますか。

○長嶺豊農林水産部長 我々が事業を執行していく

人材については毎年度、毎年度、県の全庁的な人員

の配置の中で決まってはいきますけれども、やはり

農林水産部としては、その時期、時期のいわゆる社

会情勢を含めて、いろんな事業の需要があるわけで

す。例えば今、ハードの農地農村整備事業につきま

しても、やはり技術者が不足していたり、そういう

現状も踏まえながら、一人一人の個々の資質向上も

含めて執行体制を確立していくということをまず、

やっております。

それから、今、畜産の関係では、いわゆる伝染病

の防疫対策ということで、そこもやはり強化をして

いかなければいけないということで、毎年一気に人

をふやすというのは、なかなか現状としては厳しい

んですが、やはりそういう分野に、毎年何名かを一

つ一つ配置していくとか、いろんな工夫をしながら

できるだけ執行体制を落とさないような形で取り組
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んでいくという考え方でございます。

○西銘啓史郎委員 ぜひ、主要施策34事業あります

けれど、それ以外にもいっぱいあって、それに携わっ

ている職員の方々がいて、部長としても全課のこと

を統括しながら、統括監も含めて目配りしていると

は思うんですけれども、私も細かい事業は全部知り

ませんけれども、要はスタッフの方々が、例えば人

数がいればこれだけできるのにとか何かあるのであ

れば、総務部とも調整しながら必要人員の最低限の

ものは確保するように努力をしていただければと。

これは理由じゃないかもしれませんけれども、そ

の辺はどうお考えですか。

○長嶺豊農林水産部長 毎年、人員の部分について

は、関係部局、総務部とも協議をしながら、調整し

ながら可能な限り、職員の負担も軽減できる部分は

しながらということで、そういう視点を持ちながら

調整を進めていきたいと考えています。

○西銘啓史郎委員 詳細に入っていきますけれども、

主要施策のページ166。

先ほど大浜委員からもちょっと出ましたが、私は

違った観点で質問をしたいと思います。

決算額が26億円ありますけれども、県外出荷重量

で６万5113トンとありますが、これは航空と船舶の

トン数の内訳はわかりますか。航空が何万トン、船

舶が何万トンと。

○下地誠流通・加工推進課長 重さでお答えさせて

いただきます。

航空のほうが２万3210トンになります。船舶のほ

うが４万1902トンになります。

○西銘啓史郎委員 続いて補助金額26億円あります

けれど、億単位でいいですからどんな感じですかね。

航空で何億円、船舶で何億円。

○下地誠流通・加工推進課長 航空のほうが18億円、

船舶のほうが約８億円となります。

○西銘啓史郎委員 それともう一つ、事業の内容で、

沖縄本土間と書いていますけれど、離島沖縄間はな

いんでしたか。

○下地誠流通・加工推進課長 離島から本島経由で

内地のほうに行く場合は、補助いたします。

○西銘啓史郎委員 これはもう平成―３年度で一括

交付金ですかね、なのであれですけれど、やはり水

産物なり、しっかり販路拡大というのは重要だと思

います。

それと、きのうかきょうのテレビで見たんですけ

れど、料理人を招聘して何かやっていました。これ

は農水の事業ですかね。中身でいうとテレビで―メ

モはしたんですけれど、氷も何とかアイスで海水で

どうのこうのというのがテレビでやっていたんです

よ。これは農水の事業ですか。

○下地誠流通・加工推進課長 輸出関係の事業で、

海外の有名なシェフをお招きして、県の農林水産物

の生産地とかを見ていただいて、持ち帰ってそのメ

ニューを考えていただくとか、そういう事業をやっ

ております。

○西銘啓史郎委員 これは主要事業の中に入ってい

ましたか。

○下地誠流通・加工推進課長 164の県産農林水産物

輸出体制構築事業になります。

○西銘啓史郎委員 続いて184ページの災害に強い栽

培施設の導入推進事業ですけれど、これも11億円、

せっかく予算をとりながら６億円ということになっ

ています。

ただし、実績を見ると、13市町村22地区で当初の

予算どおりできているんですが、この半分になった

理由というのはどういう理由でしょうか。

○玉城聡園芸振興課長 184ページに書かれておりま

す13市町村22地区と、実績のほうの13市町村22地区

というのは、たまたま一致しておりますが、内容は

異なっております。

事業内容につきましては、予算要求時の要望につ

いて設定した数でございます。

実績の部分につきましては、29年度の繰り越し

９件、それから30年度の13件、合計で22地区という

形になっております。

○西銘啓史郎委員 これは申請して許可が出なかっ

たというケースもあるんでしょうか。

申請する事業かどうかわからないですけれど、要

はやりたいけどできなかった人がいるのかどうか。

○玉城聡園芸振興課長 計画のほうができ上がって

いる部分につきましては―30年度の事業に関しまし

ては要望が上がって、計画ができ上がった部分に関

しては全て執行しております。

○西銘啓史郎委員 あとは、課題のところの環境制

御設備に係る効果検証ということを詳細に説明して

いただけますか。どういうことなのか教えてくださ

い。

○玉城聡園芸振興課長 課題につきまして、環境制

御の活用を効果的かつ効率的に推進するために、生

産部会やＪＡとの関係機関との意見交換など、生産

現場の課題の拾い上げを実施する。また、生産現場

の技術指導員を対象にいたしまして、環境制御ハウ

スの優良事例や適正な栽培管理に関する講演会を開

催しているところでございます。

○西銘啓史郎委員 もう最後になりますので、ぜひ
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これも、やはり台風銀座の沖縄でそういう災害に強

い施設を入れるというのは大変重要だと思いますの

で、執行率も上がるように、これをどんどん広げる

ように頑張ってください。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 山川典二委員。

○山川典二委員 主要施策の成果に関する報告書か

ら伺いますが、まず、157ページ、先端技術を結集し

た園芸品目競争力強化事業、新規事業ですが伺いま

す。

この中で決算額の事業内容のところに赤い輪の菊、

何と読むんですかね。セキリンですか、アカワです

か。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 アカリンギク

と読みます。

○山川典二委員 この赤輪菊の新品種候補を育成し

たということでありますから、新品種候補を育成し

たということは、ほかにも何かやったんですかね。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 赤輪菊の今回、

新品種候補なんですが、今回のやつは、まず、申請

してから登録になるんですけれど、まだその申請の

段階ということで新品種候補となっておりますが、

それ以外については今のところ準備はしているんで

すが、まだ申請はしていないということです。

○山川典二委員 先端技術を結集したという形であ

るものですから、幾つかあるのかなと思ったんです

が。その下に、菊の生産現場で、赤色ＬＥＤ光線を

利用する場合、製造元が異なる照度計でも測定値の

補正により正確な照度を推測することが可能となっ

たというんですが、これは赤色ＬＥＤ光源が一番い

いんですか、菊の栽培に。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 今現在普及し

ているのは、白色のＬＥＤとか従来の白熱電球でも

あったりするんですが、菊の花芽をもたせないよう

な技術ということで、赤色ＬＥＤを今後使うことに

よって、うまく花芽をコントロールするということ

で、今後この技術を普及するように、実証も含めて、

研究も含めて進めている段階です。

○山川典二委員 青色とか紫とかいろいろなのが、

要するに農業の生産現場にも一部使われていますけ

れども、これが一番いいということですか。今の見

解、今現在。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 今いろんな波

長のものを調べた段階では、赤色が好ましいという

ことで結果が出ております。

○山川典二委員 これは例えば知的所有権みたいな、

そういう技術登録みたいなことも視野に入ったよう

な技術ですか、そうではないですか。そこだけでい

いです。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 一応、知的所

有には当たらないと思います。

○山川典二委員 済みませんが、もし、園芸振興課

のほうも連携してお答えしてほしいのですが、菊の

現在の県内の生産農家数、あるいは出荷額、あるい

は出荷量。そして、時期的に端境期で出すというこ

とでありますけれども、何月から何月ぐらいの時期

に出して、それは全体の生産量のうちの何割ぐらい

かというのを―もしわかれば大ざっぱでいいです。

説明をお願いします。

○玉城聡園芸振興課長 平成29年度の菊の産出額で

74億円、作付面積で784ヘクタール、出荷量といたし

まして２億8370万本となっております。

○山川典二委員 出荷時期と、全体の何％ぐらいに

なるのか。その時期に集中すると思うんですよ。大

ざっぱでいいですよ。

○玉城聡園芸振興課長 出荷時期に関しましては、

年末出しと彼岸出しという形が多いかと思いますが、

おおむね11月から５月ごろの出荷となっております。

○山川典二委員 それで全体の生産額。そこに集中

するわけですよね。例えば８割、９割とかぐらいに

なるのか。大ざっぱでいいですよ。

そしてあと菊の生産農家数もわかれば教えてくだ

さい。

○玉城聡園芸振興課長 小菊に関しましては全国一

の出荷量となっております。

今、シェアのお話でよろしいんでしょうか。

○山川典二委員 要するに、さっきおっしゃった年

末と彼岸の前が集中するという話ですよね。11月か

ら５月の間ですけれど、そこが集中するので、恐ら

く全体の７割なのか８割なのか、それが知りたいん

ですけれど、今すぐ出なければいいですよ。

あと、生産農家数。

○玉城聡園芸振興課長 正確な数字は把握しており

ませんが、500戸程度だったと認識しております。

○山川典二委員 この500戸のうち大体、主な生産地

はどの辺ですか、県内で。

○長嶺豊農林水産部長 菊につきましては南部では

糸満市、八重瀬町。それから中部ではうるま市、北

部では伊江村、それから今帰仁村ということで、拠

点産地でもありますし、そういうところが中心になっ

ているという感じです。

○山川典二委員 先ほど、何か全国一とありました

が、菊の生産の全国トップ３というのはわかるんで

すか。わかれば教えてください。
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○長嶺豊農林水産部長 順位はあれですけれども、

愛知県、福岡、沖縄と。

○山川典二委員 わかりました。

それをなぜ聞いたかといいますと、台風19号の影

響とか15号の影響がありまして、今後それがまた値

段に影響するのかなというふうに思いますし。

先月の台風19号で既に建築資材が3.5倍、平均で今

上がっているんですよ、この１週間以内に。さらに

上がるような可能性があって、それは少なくとも沖

縄にまた影響があるんですが、ちょっとこれは余談

でありますので、ありがとうございました。

次は、160ページの６次産業化の推進ですが、これ

は１点だけお聞きします。

執行率52.9％の理由を説明してください。

○下地誠流通・加工推進課長 不用額が3494万

6000円となっておりまして、予算額が5006万6000円

という関係があります。

これはハード整備用の補助金が、当初予定してい

たんですけれども執行できなかった。というのは、

南部にある牛乳をつくる会社が、ヨーグルトの加工

施設整備ということで補助金交付決定していたんで

すけれども、全国的な乳業設備更新が多くて、需要

増を受けて、製造装置が当初予定の6000万円から

8000万円に上がりまして、２回入札したんですけれ

ども入札できず、その間に提携している酪農農家の

皆さんの廃業が重なって原乳確保ができないという

ことが重なりまして、廃業する皆さんの状況がはっ

きり把握できたのが３月になってからだったもので

すから、減額補正もできずに3000万円余りの不用が

生じたという結果になっております。

○山川典二委員 できましたら、今後この事業の効

果のところでも具体的に６次産業が今―主なもので

いいんですよ。成果も含めて、現状も含めてわかる

ように、次回から出していただければありがたいな

と思います。

次に165ページの県水産物の海外市場拡大事業につ

いて伺いますが、これは水産課のところですが、こ

の中にナマコ類19種類の資源量を県内５地域で推定

したとあるんですが、５地域というのは今、表で説

明できますか。できなければいいですけど、どこで

すか。

○能登拓水産課長 ナマコについての資源量調査に

つきましては、まず国頭村から東村にかけての海域、

２つ目がうるま市、それから３番目が南城市、４番

目が宮古島周辺、５番目が多良間村ということで調

査を行っております。

○山川典二委員 ナマコの種類―19種類ですけども、

主なものはどういうものがあるんですか。３つぐら

いでもいいんですけど。

主にこれは海外市場を目途として、輸出を目途と

しているということで。

○能登拓水産課長 ナマコにつきましては、輸出に

当たって高価格帯で売れる品種、それから中価格帯、

低価格帯といろいろあるんですが、それぞれで調査

を行っています。

そのうち特に高価格帯とされているものについて

はハネジナマコ、イシナマコ、バイカナマコなどに

ついて調べてございます。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、委員がナマコの種類を確認した。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

山川典二委員。

○山川典二委員 これは主に輸出を目標にしていま

すけれども、どの地域に。これでは中国、上海とか

とありますけども、タイとかですね。そこの皆さん

が好むようなナマコなんですかね。

○能登拓水産課長 ナマコにつきましては、基本的

に中華圏で非常に高値で取引をされておりますので、

香港や上海あたりを中心に中華圏への輸出を想定し

てございます。

○山川典二委員 既に県内から出ている実績がある

かもしれませんが、これはキロ当たりで今、幾らぐ

らいするんですかね。大体でいいですよ。

○能登拓水産課長 ハネジナマコの乾燥品になりま

すが、１キロ当たり平均すると10万円程度で取引さ

れているというふうに聞いております。

○山川典二委員 これは非常に可能性のある事業で

すが、とりあえず令和元年度で終了しますが、先の

ことはあれですけれど、今後引き続きできるように、

これはまた、ぜひお願いしたいと。後でまた、部長

でも。継続してやるようなものだと思いますので、

ぜひお願いいたします。

あと、ほかの方も質問する予定だと思いますので、

次に行きますが。１ページ前の164ページの県産農林

水産物輸出体制構築事業の中で、畜産物の輸出量が

181.3トンありますが、その内容をちょっと教えてく

ださい。トン数もわかれば。

○仲村敏畜産課長 平成30年度の輸出量181トンの内

訳ですけれども、豚肉が108.6トン、牛肉が3.9トン、

鶏卵―卵ですね、66.4トン、鶏肉2.3トンというふう

になっております。

輸出量が最も多いのが、豚肉の108.6トン、続いて

鶏卵の66.4トンとなっております。

○山川典二委員 ヤギのほうはなかったんですか、
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一つも。

○仲村敏畜産課長 ヤギにつきましては、県内需要

が多いということがあります。

もう一つは、まだ、屠畜場の整備についてはＨＡ

ＣＣＰが必要ですので、その点でまだ県内での屠畜

というふうには―海外への輸出までの量はございま

せん。

○山川典二委員 ぜひ県内需要もありますけれども、

非常にこれはある意味、非常にニーズが―健康志向

もあるものですから、その辺はまた今後の振興策で

一つ検討してください。

最後になりますが、豚肉との関係で188ページの家

畜伝染病予防事業について伺います。

この中に決算額が9400万円余りありますけれども、

家畜伝染病予防事業で県内での口蹄疫、豚コレラ、

鳥インフルエンザ等の家畜伝染病の発生を防止した

とありますが、豚コレラのことについて特化して聞

きたいと思いますが、現在、全国的に豚コレラの発

生で対応等、ワクチンの接種とかありますけれども、

県内への影響はどういうふうにお考えですか。

その前に全体像だけ教えていただけますか。豚コ

レラについての状況ですね。

○仲村敏畜産課長 昨年９月に国内で26年ぶりに発

生した豚コレラにつきましては、現在関東まで―岐

阜、愛知で初発がありまして、現在埼玉まで―関東

まで広がっている状況になっております。

豚コレラワクチンにつきましては、現在、発生県

とそれから野生イノシシの感染が見られている県、

それからそのリスクがある県ということで、地域的

なワクチン接種を行う予定になっております。

ただし、ワクチン接種については知事の判断とい

うことになっておりまして、県内での影響ですけれ

ども、全体的な影響ですけれども、ワクチンを打っ

た豚に対して、食肉の風評被害で発生県、ワクチン

接種県の需要が風評被害によって減退するのではな

いかということが言われております。

それからワクチン接種に対する農家負担、コスト

の件です。原則全頭接種になりますので、そのコス

トの負担が長期間発生するのではないかという点で

す。

それから国全体ですけれども、輸入圧力が強まる

おそれがあると言われています。ワクチン接種によっ

て、ＯＩＥによりまして、規定によりまして非清浄

国ということになりますので、同じ非清浄国同士の

国内への輸入について圧力が強まるおそれがあると

いうことです。

それから輸出のほうですけれども、豚コレラのワ

クチン接種に伴いまして、輸出への影響が懸念され

るということであります。

県内への影響ですけれども、まずワクチン接種に

よって県内へのウイルスの侵入リスク自体は、ウイ

ルスが減るものですから減るかと思います。

ただし、豚肉の流通に関しては制限しないと―条

件つき、屠畜場の衛生管理を厳しくして、流通に関

しては豚肉等については制限しないということです

ので、そのような肉が入ってきた場合の懸念という

のが一つあります。

あとは輸出の関係ですけれども、今現在、国は非

接種地域について、アジアを中心に輸出に影響がな

いような理解を求めているというふうに聞いており

ますので、現段階では沖縄県で今輸出している―豚

肉は輸出していないんですけれども、シンガポール

のほうがまだ回答が得られていないという状況で、

香港、マカオ等では通常どおりの輸出ができるとい

うことになっておりますので、今後その輸出の影響

についても注視していく必要があるというふうに考

えております。

○山川典二委員 先ほど、香港に108トンの豚を輸出

しているという話もありましたし、それから、大阪

含めて１府７県で既に豚コレラが出ている。そして

今おっしゃったように、県の対策としては、今の段

階でいいですけれども、どういうふうな処置をする

という、そういう議論はもうなされていると思うん

ですが、そういう対応策みたいなものはあるんです

か。これはもしという話ではあるんですが、ただ、

これだけインバウンドの皆さんもたくさんいらっ

しゃるわけでありますから、その辺だけちょっと、

かいつまんでいいです。簡潔にお願いします。

○仲村敏畜産課長 まず県の防疫対策ですけれども、

平成22年―宮崎での口蹄疫の発生以降、県の家畜伝

染病に対するウイルス侵入防止対策というのは非常

に強化してきております。

また、この中で国内での豚コレラの発生、それか

ら海外での中国、アジアでのアフリカ豚コレラの発

生を受けまして、まず水際防疫については、動物検

疫所と合同で県も全面的に協力しましてキャンペー

ン、それから講習会、研修会、旅行者向け、それか

ら海外技能実習生向けということで、そういう形の

中で水際防疫を強化していっております。

それから農家さん、関係団体のほうですけれども、

豚コレラの侵入防止緊急対策会議、説明会、それか

ら市町村向けの防疫対策会議等々、説明会を実施し

ておりまして、県におきましても初動防疫体制の強

化を図るために、危機管理対策会議の開催、それか
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ら初動防疫の確認のための実働演習ということで、

家畜伝染病の侵入防止、それから迅速な初動防疫体

制の行動の訓練など、万全を期して行っているとこ

ろございます。

○山川典二委員 県民の皆さんでも、まだ、お子さ

んからわからない人たちに、基本的なことでいいで

すから、ちょっと説明をお願いしたいんですが、豚

コレラの感染はどういうふうな形で行われるのか。

それから豚コレラにかかった豚肉を食べても大丈夫

だという話がありますが、その２点について改めて

見解をお願いします。

○仲村敏畜産課長 豚コレラにつきましては、豚が

感染する病気ということでウイルスが原因となって

おります。基本的には排泄物等々から、あと血液等

から感染しますので、まず、感染の様式なんですけ

れども、まず、豚が体内から排泄するものから豚に

感染するのでその排泄物等、それから血液を含んで

おりますので、その肉等。野生イノシシに感染した

経緯ですけれども、今、国の検証委員会では海外か

らの何らかの形で汚染物品が野外に持ち込まれて、

それで野生イノシシに感染して、野生イノシシから

小動物なり、直接なりかはまだわからないですけれ

ども、一般養豚場に入ってきたという形の中で、空

気感染とかそういうものはございませんので、家畜

の排泄物であったり、生体、死体、体液、排泄物と

いう形の中が感染源になります。それから人への感

染なんですけれども、宿主の特異性がありますので、

豚コレラウイルスは人には感染しないということで、

基本的には豚肉を食べても問題ないということにな

ります。

○山川典二委員 先日、那覇空港で干し肉か何かの、

これが何か豚コレラというのが出ていましたけれど

も、そういう食品物でも感染経路として要因がある

ように感じた記事だったんですが、その辺はどうな

んですか。

○仲村敏畜産課長 今現在、日本は発生国、汚染国

からの畜産物の持ち込みは禁止されております。そ

の理由としましては、ソーセージ、ハム等であって

も、加熱処理がされていなければ、ウイルスが残存

して長期間残るということがありますので、例えば

その肉製品等が調理に使われて加熱されずに野外に、

例えば残飯飼料とかを小動物が食べて、そのままウ

イルスを農場に持ち込んだり、ネズミとかそういう

のもありますので。それからごみとしての投棄等で

野生イノシシが食べたりというリスクがありますの

で、加熱されていない畜産物につきましては、全て

汚染国からの輸入は禁止されているということにな

ります。

○山川典二委員 部長、今、仲村さんからいろいろ

説明がございましたけれども、基本的には、今、水

際含めて万全な体制で臨んでいるということであり

ますけれども。ただ、これはどういう感染経路で入っ

てくるかわからないだけに、できるだけその辺はしっ

かりと対応をしていただきたいし、仮に豚コレラが

出るだけで風評被害であるとか、あるいは流通制限

とか輸出に支障が出るとか、あるいは肉が高騰して

外国の安い肉が入ってくるとか、いろんな意味での

影響が考えられるわけでございますので、この辺は

しっかりと、家畜伝染病等の体制をしっかりと、ま

た改めて検証していただきながら、ぜひ豚コレラ防

止策で頑張っていただきたいなと思いますが、見解

をいただいて終わりたいと思います。

○長嶺豊農林水産部長 ただいま委員からもありま

したように、豚コレラの発生が仮にあった場合は、

畜産の経営、特に豚の経営にかなりの影響を及ぼす

ということ。

それから防除に係る一連の作業で、県民のいろい

ろな動きにも制約がかかってくるということで、県

民生活にも大きい影響を及ぼすのではないかなとい

う懸念をしています。

そういう意味からも、まず防疫対策については水

際ということで空港であったり港であったり、そう

いうところのまず水際対策を―これは国と連携しな

がら、協力しながら徹底的にやっていく、現在もそ

ういう体制でやっております。

そういう意味で、あと仮に万が一に発生した場合

の一つの防疫訓練、それから防疫資材の備蓄、そう

いう部分もしっかりとって。

あとは家畜を飼育している養豚場にそれを持ち込

ませないという指導を徹底していきたいと考えてお

ります。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

午前11時59分休憩

午後１時30分再開

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

午前に引き続き、質疑を行います。

島袋大委員。

○島袋大委員 済みません、何点かお聞きしたいと

思っています。

主要施策の164ページであります。

事業の効果と課題は見ていますけれども、もう

ちょっと詳しく概要を説明願いたいと思います。

○下地誠流通・加工推進課長 県ではこの事業を生

かして、県産農林水産物のプロモーションなどをア
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ジア圏各地で取り組んでおります。

事業効果につきましては、香港、台湾、シンガポー

ルの飲食店で県産農林水産物を使用したメニューの

提供や香港量販店での県産フェア開催などによるバ

イヤーとの関係構築により、県産農林水産物の一般

消費者への認知度向上や継続した県産品の発注につ

ながっております。

課題としましては、ゴーヤーやマンゴーなど東南

アジア諸国で栽培が盛んな品目との競合やカンショ

などの他県産地と競合する品目など、海外からの輸

入が浸透している品目については価格競争力は弱く、

県産農林水産物のブランド化や差別化に加え、安定

生産、供給などの対策が必要となっております。

○島袋大委員 この一般消費者バイヤー向けの農林

水産のＰＲというふうにありますけれども、これは

県がどういうふうに音頭をとって、バイヤー向けに

どんな形のＰＲをしているんですか。

○下地誠流通・加工推進課長 香港の例を挙げます

と、香港にある和食店を中心に３店舗飲食店を取り

上げまして、そちらで県産食材を使ったメニューの

開発・提供やメディア向けの試食会、また、そうい

う店舗で終わった後の商品の評価とかアンケートな

どをいただいているところです。

主にゴーヤーとかオクラ、シークヮーサーや純黒

糖、紅芋などを使用しております。

○島袋大委員 以前、我々会派でもシンガポール、

香港に行って、たまたまタイムリーでよかったんだ

けれども、県産品今のような形でアピールして、沖

縄県の食材を使った食事会みたいな形で、１人１万

円会費を取っていろんな形でやっているのも見て、

ミーバイが非常に人気があるというような話も来て、

現地の量販店も含めて見たら、沖縄の県産品のブー

スとかもあったんですけれども、こういうのも絡め

て継続でされているという理解でいいんですか。

○下地誠流通・加工推進課長 そのように、定番化

という言い方をしますけれども、棚がずっと置ける

ように頑張っているところです。

○島袋大委員 先ほど、うちの西銘委員からありま

したけど、私もきのうニュースで見たら、国頭漁協

が海外のバイヤーを呼んで、こういった形で販路拡

大に向けて頑張っているということがありましたけ

れども、これは各漁協にこういう販路拡大は任せて、

県が幾らか、この事業で助成金が出ているというこ

とで理解していいんですか。

○下地誠流通・加工推進課長 この事業はシンガ

ポールのほうから料理長、コックさんをお呼びして、

シェフをお呼びして、その予算をこちらで面倒見て、

県内の漁港なり産地なり、そういうところを紹介し

て、県産の食材を使ってもらう、そういうメニュー

を現地でも、帰って考えてもらう。さらには、非常

に有名な人なので、ＳＮＳとかそういうのでＰＲし

てもらうと、そういうような仕組みを考えておりま

す。

○島袋大委員 きのう見て、そういった形で料理人

が、非常に漁協の皆さん方が誠意を見せてこういう

ふうにやっているというようなコメントもありまし

たけれども、県内の漁協でこういった事業をやりた

いという県に問い合わせとか、結構ありますか。

○下地誠流通・加工推進課長 それは、こちらのほ

うから働きかけて実施しているということになりま

す。

○島袋大委員 以前から僕も提案しているように、

ネットでオンライン化して、どの漁協でどういう魚

が揚がっていることによって、県が一覧化、要する

に一つの集約を持つことによって、一々バイヤーが

各漁協に問い合わせすることなく、この漁協がやり

たい、今言う販路拡大をやりたい事業者も含めて、

食いつくような販路拡大をアピールするためにも、

ネット、ＩＴ関係でのオンライン化がずっと必要だ

ということを僕は提案してきましたけれども、まさ

しく今、国頭漁協とかがやっているのが非常に先駆

けて出ているようなもんで、だから漁獲高を上げる

のもしかり、漁民の皆さん方の給与が上がるのが大

前提ですから、沖縄をアピールするために、やっぱ

りこういった事業をすることによって沖縄の漁民の

皆さん方が、今言うような監視業務だけではなくて、

独自で生産して、生活できて、２代目、３代目にま

で引き継ぐようなシステムをつくるのが、この事業

にもイコール合致してくるのにつながってくると思

うんですけれども、そういった動きというのはやっ

ぱりないですか。どういうふうに考えていますか。

○能登拓水産課長 今委員からありましたとおり、

国頭のほうからシンガポールに輸出する際は、ＳＮ

Ｓなどを使って、現地の漁獲の情報をすぐにシンガ

ポールのほうにお伝えをして販売につなげていくと、

輸出につなげていくというふうな取り組みがされて

ございます。

最近の動きですと、船上で既に漁獲物の状況を、

ＩＴを使って市場のほうに情報を提供するといった

ような動きも出てございます。

そういった動きをさらに加速させるという意味で

も、我々のほうとしては、糸満のほうに今建設を進

めています新市場のほうで、そういった取り組みも

強化をしていきたいというふうに考えているところ
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でございます。

○島袋大委員 ぜひともこれは県が動くことによっ

て、県の漁連の皆さん方が音頭をとるかもしれませ

んが、管理させながらどこにどういった、いち早く

魚が揚がっているということを確認できるシステム

は僕は重要だと思いますから、今言うように糸満に

移動するに当たって、そういう設備投資も必要じゃ

ないかなと思っていますから、ひとつお願いしたい

と思っています。

国頭漁港のあの食堂へ行きました。かなり並んで、

僕もびっくりしました。ああいった形で、観光客が

ナビを使って確認して、とれたての魚をすぐ食べる

と、うまいという形で並んで、僕も一緒に入って食

べましたけれども、非常に地域の活性化につながっ

ているなというふうに感じましたので、ひとつまた

皆さん方の御助言と努力のほうを、ひとつまたよろ

しくお願いしたいと思います。

次、165ページであります。海外の市場戦略につい

てという内容でありましたけど、先ほどナマコの話

を聞きましたけれども、この事業はナマコだけなん

ですか。

○能登拓水産課長 県産水産物の海外市場拡大事業

でございますが、県産水産物の海外市場への販路拡

大と定番化を目的に、地方創生推進交付金を活用し

て実施しているものでございます。

事業の中身としましては、先ほどお答えしました

ナマコについては、非常に輸出に当たって今後期待

される品目である一方、県内の資源量が非常に乱獲

によって減少しているという指摘を受けておりまし

たので、そういったことから資源量の調査を行った

ところでございますが、それ以外は現地の―30年に

ついては上海とタイをターゲットにマーケティング

戦略の構築ですとか、それからストックヤードの実

証試験といった内容の取り組みを行っているところ

でございます。

○島袋大委員 課長、済みません。これは今、合致

するナマコの事業が中心ということで理解していい

んですか。ほかの事業もできるということですか。

ナマコオンリーですか。

○能登拓水産課長 資源量の調査についてはナマコ

を行ったところですが、実際にマーケティングを行っ

ているのはマグロ類初め、それからヤイトハタです

とかスジアラ―アカジンですね、それからクルマエ

ビ、モズクといった県産水産物を広く対象にしてい

るところでございます。

○島袋大委員 一つ、我々この間、パラオに行かせ

ていただきました。パラオで養殖業もろもろ含めて、

日本政府が援助して下水道整備や、あるいは養殖場

含めて予算が出て、今地域活性化でパラオやってい

るんですけれども、シャコ貝の養殖場を見学しまし

た。

相当ばかでかいシャコ貝とかもあって、我々視察

のときに、こんな大きいの食べられないでしょとい

う話だったんですけれども、食べてみますかという

ふうに食べましたけれども、非常においしかったで

す。肝もカキみたいな形で非常においしかったんで

すけれども、やっぱり、シャコ貝って年数があって

大きくなる、時間がかかるということなんですけど、

相当この事業を活性化するためにも時間かかります

ねという話をしたら、そうじゃないんだと。これぐ

らいの小ささで海外向けに、要するに観賞用として

販売をしていると。小さいこれぐらいの大きさでも、

３万円から４万円の価格帯で売れていると。であれ

ば、この養殖する技術を沖縄県の子供たちの人材交

流を含めて、指導をしてくれんかという話も投げさ

せていただきました。

だから、今回マグロの―沖縄県はいろんな面でパ

ラオとの関係があるもんだから、そこで人材交流で

あれば、この養殖関係の技術を学ばすのもいいだろ

うという話をして、農業はどうかなと思ったら、やっ

ぱりあそこ、土とか土壌がかなり時間かかるという

こともありましたので、やっぱり漁業であれば養殖

技術、そういったものを含めて沖縄の子たちがここ

で学ぶことによって、新たな産業として養殖の技術

を学べるんであれば、こういう形で合致して、海外

に鑑賞用も含めて販路拡大できるんじゃないかなと

いうふうには感じ取ってきたものですから、その辺

どうですか。

○能登拓水産課長 シャコ貝については、県内でも

栽培漁業センター等で種苗生産なりも行っていると

ころでございます。

パラオとの関係でいいますと、ちょっとまだ今交

渉中な部分もありますので、ちょっと詳細を申し上

げにくいところもございますが、いろいろとパラオ

のほうからも、向こうの漁業の振興あたりで協力を

できないかといった御要望もいただいているところ

はございます。県としてどういったことができるか、

しっかり検討をしてまいりたいと考えております。

○島袋大委員 これは農水の管轄からは外れるはず

ですけど、県内の水産高校も受験する子供たちが減っ

ている中で、あるいは水産技術の高校だけれども、

もう福祉関係の部署も間に入れて学校運営を頑張ろ

うという形で、努力もわかりますけれども、やっぱ

り沖縄の子供たちの、この水産業を非常に活性化す
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るためには、水産高校の中に養殖科とかそういう設

置、専門分野を置くことによって、本当に真の水産

業を担う子供たちが育っていく時代に、育てていく

時代が僕は来るんじゃないかなというふうに思って

いますんで、やっぱりこういう事業も関連して、農

林水産でできる人材交流であればパラオとのいろん

な面で交流も含めてやることによって、次のまたス

テップにつながると思いますから、ひとつまた御尽

力お願いしたいなと思っています。

あと１個、この間シンガポール行ったときにも、

沖縄の販売では何ですかといったら、本土からして

みれば、マンゴーと毛ガニを組み合わせた梱包技術

で、ネット関係で物を日本からとっていると。組み

かえ事業ですね。

沖縄県は何かあるかなと言ったら、モズク単品な

んですよね。モズクだけがシンガポールに輸出され

て、モズクと何かを組み合わせて梱包作業でやれば、

もっといいような形で販路拡大できるんじゃないか

なと思うんだけれども、今のようにナマコをこういっ

た形でやるというのであれば、やっぱりその辺も含

めていろんな面での技術向上も発想もいろいろある

はずですけれども、やっぱり海外に行ったら沖縄は

ほぼ単品でのバイヤーの皆さん方のアンケート率が

高いもんだから、その辺のアンケートはとっている

はずですけど、これからどうしたいという展開の何

か考えはないですか。

○能登拓水産課長 輸出に当たっては、品目を組み

合わせて、いわゆる荷をつくるという作業は重要に

なってくるかと思います。特に水産物を輸出するに

当たっては、鮮度保持をいかにしていくかといった

のが課題になってくるんじゃないかなというふうに

考えております。

そういった意味で、本事業の中で輸送の実証試験

なども取り組んでおりまして、高性能の保冷容器で

すとか、アルミ包材みたいなのを使って、実際に現

地にどのような形で届くかといったところを検証し

ながら進めているところでございます。

シンガポールのほうでいきますと、ヤイトハタあ

たりはやっぱり相当高い評価いただいているところ

がございますので、そういったところに生かしてい

きたいなということで考えているところでございま

す。

○島袋大委員 ひとつ、また頑張っていただきたい

なと思っています。

最後です、184ページ。台風時の自然災害の強化型

パイプハウスの事業の件ですけれども、この辺ちょっ

と細かく説明をお願いします。

○玉城聡園芸振興課長 本事業は、従来の災害に強

い栽培施設とあわせて施設内環境制御設備を一体化

した栽培施設の整備に取り組んでいるところでござ

います。

事業効果につきましては、平成24年度から平成30年

度までの実績といたしまして、強化型パイプハウス、

平張りハウスで222地区、155.7ヘクタールを整備し

てきたところでございます。これによりまして、園

芸産地においては、定時・定量・定品質の生産供給

体制が強化されてきているというふうに認識してお

ります。

○島袋大委員 この事業は新設、また新しく全部つ

くり直すもろもろの事業にしか合致できないですか。

要するに補修とかもろもろはできないということで

すかね。済みません、私もちょっと勉強不足で。

○玉城聡園芸振興課長 本事業では施設の整備と内

部の環境制御装置を一体的に整備するというふうな

仕組みになっております。

従来の、先に施設を整備した部分につきましては、

別の機械整備事業というのがございまして、その中

で加温施設等々の整備は可能となっております。

○島袋大委員 じゃあ補修は違うということですか。

○玉城聡園芸振興課長 この事業では、まだ補修は

いたしておりません。

○島袋大委員 理解できました。

しかし、私の地元もそうですけど、南部一帯を回

りますと、このパイプハウス事業で多額の補助金を

もらって事業をスタートしたのはいいけれども、あ

と問題は補修だと思っていますよ。ビニールハウス

―ネットを張る針金みたいなのを枠に入れていく、

あの間がさびてはまらないと。このおかげでビニー

ルハウスがかなり軽く、飛んでしまうとか。ここの

スパンだけを直せば活用できるのに、新たにやった

ら銀行から借り入れしなさい、農協から借り入れし

なさいと非常にきついというのと、はりのこの柱も

さびて、下が土間から浮いてしまったりとか、ある

いは雨戸の排水がさびて鉄砲の水のようにトマトハ

ウス、ビニールハウスの中に入ってそのトマトが腐

るとか、こういった数多く現場も見て、そういう声

も聞いているんですけれども、やっぱりこの辺の補

修する整備費というのは難しいんですかね。

○玉城聡園芸振興課長 県では園芸施設、栽培施設

の長寿命化を図る取り組みとして、平成25年に沖縄

県園芸施設保守管理マニュアルを作成して、生産現

場において園芸施設の保守点検方法、修繕方法等を

適切に維持管理できるように推進を図っているとこ

ろでございます。
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しかしながら、委員おっしゃるとおり、生産現場

のほうから老朽化施設の修繕についての支援につい

ても要望が上がっているということでございます。

県といたしましては、市町村及びＪＡ関係団体と

連携いたしまして、現地の実情を調査するとともに、

既存の事業での対応について研究してまいりたいと

考えております。

○島袋大委員 なかなかこの辺の事業、ちょっと小

さい事業かもしれないけども、やっぱり周辺に聞い

てみるとかなりの件数があって、その辺の窓口受付

は市町村であったとしても、市町村もなかなか農協

さんと調整をしないといけませんねという話ですけ

れども、農協さんからしてみれば、何でこれぐらい

だったら借り入れしてできるんじゃないのとアドバ

イスがあるかわからないけれども、非常に農家の皆

さん方はその辺が若干懸念されているところが多い

ような感じがしています。

その辺は市町村と連携しているはずですから、

ちょっと確認事項もして、やっていただきたいなと

思っていますので、ひとつよろしくお願いします。

○瑞慶覧功委員長 親川敬委員。

○親川敬委員 事前にお知らせしているところだけ

は準備もしていただいていると思いますから、聞き

たいと思います。

まず主要施策の成果に関する報告書の中からいき

たいと思います。163ページの先ほどから話題になっ

ていますけども、地産地消の推進です。１点目に、

ホテルや学校給食での県産農林水産物の利用状況、

調査もしているようですから、その調査結果もお知

らせいただきたいと思います。

○下地誠流通・加工推進課長 平成29年度の学校給

食での県産食材利用率は30.6％、県内ホテルでの利

用率が32.4％、いずれもここ数年は３割程度で推移

しているところです。

○親川敬委員 そこで県内の小中学校の義務教育の

生徒の皆さんって約15万人ぐらい生徒さんがいるん

ですね。それなのに30％、これは３次の地産地消の

ときでも、４次の計画の中でも30％台ということは

余り前進していないと。数字的にはそういう状況が

見えてくるんですけども、そこは、例えば鳥取県、

先進県なんかは利用率70％とか、先進の県もあるん

ですよ。しかも沖縄県というのは、島内で生産すれ

ば島内で消費しようと思えば仕組みがつくれると思

うんですよね。陸続きじゃないから、島内のものは

島内で消費しようと思えば、そういう仕組みつくれ

ると思うんですよ。ところが皆さん、３次計画、４次

計画見ても、いずれにしても30％台だと。そこの中

で、これは全部、ほとんどの市町村が取り組みをさ

れていると思いますけども、把握している範囲内で

いいですから、まず県内で先進的というんですかね、

利用率が高いところ、把握していらっしゃいますか。

高いところの一例でいいです。

○下地誠流通・加工推進課長 市町村ごとにという、

そこまではデータを持っていないです。

○親川敬委員 例えば、皆さんの学校の県産品の利

用調査のときに、これ平成28年度の調査みたいです

けども、例えば宜野座村とか宜野湾市とかは、先進

事例だということで皆さん調査されているんですよ。

県内のいいところは44％とか、40％超えているんで

すね、利用率が。だから、せっかく調査をしたのに、

そういう成果を生かして、地産地消という立場から

すれば、この需要は掘り起こさなくても15万人いる

んですよ、生徒の皆さん。そこをやっぱりもう少し

強力に推進すべきだと思いますけども、この辺の取

り組みはどういうふうに考えていらっしゃいますか。

学校給食における利用率。

○下地誠流通・加工推進課長 ４次計画をつくると

きにも、推進会議の中には教育庁のほうも入ってい

ただいていろいろやりとりさせてもらいましたけど、

その中でいろいろ出てくると、どうしても市町村の

給食費の単価がすごい厳しい額なので県産はなかな

か買えないと。県産についてはどうしても時期的な

問題もあって、特に野菜などは出せる時期が限られ

ているので、そうするとどうしても県外からのもの

に頼ってしまうとかですね。

また、先ほど、午前中も少し話ししましたけれど

も、給食室の人の体制がどうしても少なくて、下処

理をする余裕がないので加工されているものを使う

という、そんな話も結構出たりしてなかなか難しい

ところなんですけども、ただ、我々も手をこまねい

ているわけではなくて、委員先ほどおっしゃったよ

うに、先進地と思われるところに学校の栄養士の方

を集めて学校に行ってもらって、そこで子供と一緒

に野菜を育ててもらって収穫するとか、一緒に料理

をしてもらうとか、そういうことも我々しておりま

すし、また、学校給食会さんが、年に１度ですけど

県産食材を使ったメニューのコンテストを開いてく

れているんですね。そこに各学校の栄養士さんが―

地区ごとに代表を選んでなんですけども、参加して

もらってコンテストして、県産食材をうまく使った

メニューを、おいしかったら表彰すると、そういう

イベントもして地道ながら努力をしていると、そう

いう段階だと思います。

○親川敬委員 決算で見ると2600万円ですか、予算
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的には―決算の数字的には。これは支出項目でいう

と、例えば委託料なのか事業費なのかという分類か

らすれば、主にどの款、目なんですか。使い方です。

○下地誠流通・加工推進課長 委託料が大きいんで

すけれども、それは先ほど申し上げたように、学校

給食とかホテルの調査ですとか、また、おきなわ食

材の店という事業もしておりますけど、そのイベン

トを打つとか周知するとか、そういう委託料が大き

くウエートを占めています。

○親川敬委員 学校給食は先ほどから言っています

ように15万人の児童生徒がいるわけですから、そこ

は供給体制をつくれば需要のところがあるわけです

から、そこはやはり先進県があるわけですから、そ

こはいろんな課題があるでしょうけども、ぜひ取り

組んでいただきたいと思います。

そして、あとホテルですよ。これだけ観光客が

1000万人に届こうかという観光の需要が高い中で、

お客さんが来ていただいている中で、意外とホテル

での県産品の使用がデータ的に見ると伸びていない。

これはどこに原因があるというふうに分析をしてい

ますか。

○下地誠流通・加工推進課長 学校給食でも少しお

話ししましたけれども、結局、先ほども少し言いま

したけれども、ホテル側が求めるだけの量をすぐに

は出せないとか、時期的な問題ですとか、そういう

のが大きなウエートを占めています。

ただ、率でいうと30％で余り変わらないんですけ

れども、違った見方で見ると、量的に見るとホテル

の数は、観光業当然ふえているわけですから、県産

の食材が食べられている量というのは確実にふえて

いると思っております。

○親川敬委員 パーセンテージでいうとそういう状

況になると思います。確かに実質的にはふえてはい

るんですけども、例えば皆さんのデータから見ると、

ピークのときは、平成27年度はホテルでの利用量と

いうのは大きかったようですけども、今でも１万

6000トンの農林水産物が使われているようですけど、

でも観光客の伸びは比例していないですよね。

観光客が伸びれば利用率もふえるのか。もちろん

実質的な量はふえていますよ。でも、それと並行し

てなぜ伸びないのか。ここはホテルの関係者と意見

交換から、何か情報とかあるんですかね。どんなこ

とがあるので利用できていないとか。

○下地誠流通・加工推進課長 先ほども少し申し上

げましたけど、第４次の地産地消推進計画をつくる

ときに、推進本部会議という会議を持ちまして、幹

事会会議を持ちました。そのときに旅館の組合さん

も入っていただいていろいろ意見を伺ったんですけ

ど、先ほども言いましたけれども、やはり定期的な、

安定的な供給が求めても出てこないとか、どうして

もそういう話が結構出てくるんですよね。それを改

善していくように、農林水産部、農林水産業を推進

している我々は頑張らないといけないと思っており

ます。

○親川敬委員 チャンスですからね、やっぱりチャ

ンスを生かさんといかんと思います。いろんな課題

は当然あると思いますよ。でも、これだけ需要があ

るんですから、そこに向かって農林水産物を供給し

ていくということは、ぜひこれからも地産地消とい

う観点からも頑張っていただきたいなと思います。

あと164ページいきましょうかね。ここの県農林水

産物の輸出体制整備事業のことなんですけども、ま

ずは品目別輸出状況を教えていただけますか。

○下地誠流通・加工推進課長 品目別の輸出状況で

す。財務省の貿易統計をもとに沖縄総合事務局が算

出した平成30年沖縄からの農林水産物食品の輸出額

は33億1000万円となっており、前年比で26.4％増と

なっております。

品目別では牛肉が５億3460万円、豚肉が１億3390万

円、ナマコが１億280万円となっております。

中でも台湾での日本産牛肉の輸入が解禁になった

ものですから、牛肉の輸出額が前年比2.4倍の５億円

余りに大きく伸びているという状況にあります。

○親川敬委員 次行きましょうね。

次、165ページですね。先ほどから話題になってい

るナマコの件ですけども、沖縄県では調査をしてい

ますよね、ナマコの資源量ですかね。

そこで、皆さんの調査の内容をちょっと見させて

いただいたら、その中でお尋ねしたいのは、まず過

去の調査項目の中に、過去及び現在の漁獲状況とい

う調査項目があるようですけども、支障のない範囲

内でいいですから、教えていただけたらお願いしま

す。

○能登拓水産課長 各海域ごとに細かく調査してい

るものですから、少し細かい話になってしまいます

が、例えば楚洲、安田の共同漁業権の第２号の海域

あたりですと、浅場のところにクリイロナマコが多

く生息して、漁獲をしてきた経緯があるとかといっ

たことを細かく調べてございます。

最近につきましては、やはり乱獲が進んでいる関

係で、非常に漁獲が全県的に―これは沖縄だけじゃ

なくて全国的な問題ではありますけれど、かなり漁

獲が減っているという状況にございます。

○親川敬委員 なぜこれをお尋ねしたかというと、
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ナマコの輸出額―輸出量の総合事務局が調査した

データがあるんですけれども、極端なんですよね。

平成22年は金額でいうと9700万円、平成23年が２億

2000万円と、こう来て２億円台が来て、平成26年か

ら１億円台と、こういうふうに極端に数字が突出し

たり減ったりしているんですよ。そことの兼ね合い

で、やはり過去及び現在の漁獲状況はどうなのとお

尋ねしたかったんですよ。

データを見ればこれはわかりますから、次行きま

すね。

委託調査をしたときに、提案内容として資源量の

推定及び安定生産に向けた方策の検討ということも

皆さん調査されているようですけれども、その中で

も特に安定生産に向けた方策としてどういう提案が

されていますか。

○能登拓水産課長 この事業につきましては、今年

度も継続して調査をしているところでございまして、

今御質問にあります方策については、今年度取りま

とめていくことにしてございます。

○親川敬委員 ということは、30年度の報告書には

そういう方策が載ってくるということですか、提案

されるということですか。

○能登拓水産課長 31年度、今年度の報告書に載せ

ております。

○親川敬委員 次、そのときにまたお尋ねさせてく

ださい。

次、185ページの鳥獣被害です。その中で、主なも

のでいいですから、品目別に被害状況を教えてくだ

さい。

○前門尚美営農支援課長 沖縄県における農作物の

被害金額は平成30年度は合計8499万8000円となり、

そのうち被害金額の多い順に、野菜類、かんきつ類、

パイナップルとなっております。

平成30年度は野菜類については2500万7000円、か

んきつ類については2020万4000円、パイナップルに

ついては1727万2000円となっており、この３品目で

合計6248万3000円と全体の約74％を占めております。

近年、野菜類については、レタスなどにおいてシ

ロガシラの被害が増加傾向となっております。かん

きつ類についてはカラスの被害がありますが、徐々

にではありますが減少してきております。パイナッ

プルにつきましては、カラスやイノシシの被害があ

り、1500万円前後で増減を推移しております。

○親川敬委員 そこで鳥獣と言われているカラスだ

とかイノシシだとかいるようですけれども、皆さん

が課題として挙げている、彼らには市町村の境って

ないんですよね。我々は人為的に市町村の区切りを

つくっていますけども、それで皆さんが挙げている

地域全体の取り組みが重要だということがあります

けれども、この地域全体の取り組みはどういう計画

をされているのか。

○前門尚美営農支援課長 各市町村協議会において

は、国の鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、イ

ノシシなどの有害鳥獣の捕獲活動や侵入防止施設の

整備を行っているところであります。

そのほかにも、委員のほうからございました北部

９市町村を中心とした沖縄本島北部地区野生鳥獣被

害対策協議会においては、カラスの捕獲活動や広域

的な追い払い活動、捕獲箱の設置を計画しておりま

す。

また、南部地区のほうですけれども、南部７市町

村を中心とした沖縄本島南部地区野生鳥獣被害対策

協議会がありまして、捕獲箱によるシロガシラの捕

獲活動を計画しております。

さらに、県の取り組みとしましては、沖縄県有害

鳥獣捕獲活動支援事業を活用しまして、カラスやシ

ロガシラなどの捕獲鳥類の買い取りによる捕獲活動

強化を現在図っております。

○親川敬委員 こういう形で、特に北部地域はそう

いう取り組みをしているので、これからもぜひ支援

をして鳥獣被害を少しでも減らすような取り組みを

継続していただきたいと思います。あと、190ページ

に行きます。

食鳥処理施設の整備事業の件ですけれども、これ

は皆さんの記述にもあるように、せんだって何とか

落成式も終えて稼働しているようですけれども、そ

のためには食鳥処理施設で処理するためのブロイ

ラーをこれからも安定的に、また増産をせんといけ

ないと思うんですけれども、まずこの食鳥処理施設

で現在予定をしている処理量と、直近でもいいです

から皆さんがつかんでいる数字で将来的にどれぐら

いまで持っていこうとしているのか。その辺の数字

を教えてください。

○仲村敏畜産課長 食鳥処理施設整備事業において、

現在名護市のほうに７月31日に事業が完了しまして、

８月より本格稼働しております。

現在の処理頭数ですけれども、現在、機械の微調

整を随時やっておりまして、１万3000羽が現在処理

量となっております。

将来的な処理量ですけれども、約１万7000羽とい

うことで予定をしております。

○親川敬委員 この１万7000羽の供給体制というの

はどういう状況になっていますか。

○仲村敏畜産課長 整備前の沖縄本島の２社の処理
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羽数がほぼ１万7000羽に近い羽数でしたので、そこ

を受け入れられる羽数ということで考えております。

最大能力もありますので、約２万羽近く処理も可

能になると思いますので、当面は現在のブロイラー

の２社の羽数を全て順調に処理するというところか

ら目標にしております。

○親川敬委員 そこでお尋ねしたかったのは、将来

的にお話がありました２万羽だということであれば、

２万羽に向けたブロイラーの生産体制というのは、

業者的にはどういう計画になっているのか。そこま

で県が把握されているのかなと思ってお尋ねしまし

た。

○仲村敏畜産課長 ブロイラーの生産についての県

の取り組みなんですけれども、県では畜産クラスター

事業などを活用しまして、ブロイラー鶏舎の整備、

それから機械導入など、まずブロイラーの安定生産

をしっかりやった基盤整備の強化を図っているとこ

ろです。

その中で生産性を向上させて、生産効率を上げて

いくというふうな取り組みを強化しているところで

す。

○親川敬委員 終わります。

○瑞慶覧功委員長 瀬長美佐雄委員。

○瀬長美佐雄委員 お願いします。

まず、食糧自給率の向上について取り組んでいる

と思いますが、到達と目標との関係で今どうなって

いるのかということをお願いします。

○幸地稔農林水産総務課長 県では令和３年度の食

糧自給率の目標値をカロリーベースで45％と設定し、

各種施策に取り組んでいるところであります。

平成28年度の食糧自給率は、確定値でカロリーベー

スが平成23年度の23％から13ポイント増加となる

36％、生産額ベースでは49％から８ポイント増加と

なる57％となっております。

なお、食糧自給率の向上には生産量の拡大が必要

であることから、県としましては引き続き、経営感

覚にすぐれた担い手や、多様な新規就農者の育成・

確保、自然災害や気象変動に対応した耐候性ハウス

等の整備、農業用水源の確保やかんがい施設等の生

産基盤整備などの各種施策の取り組みにより、食糧

自給率の向上に努めてまいります。

○瀬長美佐雄委員 平成30年度の決算なので、平成

30年度に関して設定した自給率、目標、到達という

点ではわかりませんか。

○幸地稔農林水産総務課長 令和３年度の目標はあ

るんですが、平成30年度の目標値は設定しておらな

いところであります。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、目標に接近している、

あるいは届かない、見通しについてはどうですか。

○幸地稔農林水産総務課長 現在目標の45％に対し

まして、平成28年度の確定値で36％ということで、

23年度の23％よりはかなり目標値に近づいたものと

いうふうに考えております。

○瀬長美佐雄委員 やっぱりこの到達―目標に執念

を持って取り組むべきだと。今回の台風被害は農産

物も影響を受けて、ちなみに移入に頼るような状況

が、将来的にも本当に食糧供給、生存という意味か

らも、もっとダイナミックに、目標を掲げたならそ

れをやり切るという点で、努力こそ必要かなと思い

ますが、どうでしょうか。

○長嶺豊農林水産部長 今、総務課長のほうから目

標を今45％ということで設定をしております。

実績としては36％ではありますが、やはり食糧自

給率を上げるためには、基本的には２つの方向から

取り組まなければいけないと。

１つは生産量の増加、もう一つは消費の部分から

の取り組み、１つは地産地消であったり、あとは日

本食といいますか、食文化で日本の食材を多く使う、

琉球料理の食材を多く使うといった、そういう両面

から攻めていかなければいけないと思っております。

そういう意味で、いろんな施策がありますけれど

も、それを総合的に実施して、目標到達に向けて粘

り強く取り組んでいきたいと考えています。

○瀬長美佐雄委員 続きまして、農業分野における

外国人労働者の実態という点で、受け入れ農家がど

ういう傾向にあるのか、確認します。

○前門尚美営農支援課長 本県の農業における外国

人労働者数は、平成30年10月末現在、256名となって

おります。

また、国家戦略特区農業支援外国人受入事業にお

ける外国人労働者の受け入れは平成31年３月から開

始され、令和元年10月１日現在、特定機関３社が外

国人農業支援人材57名を雇用し、17の農業経営体に

派遣を行っております。

品目では、花卉のほうですと菊などが多いです。

果樹ではパイナップル、野菜などがあります。サト

ウキビ等々もございまして、その57名を17農業経営

体のほうに派遣しているところであります。

外国人の労働者の受け入れに当たっては、就労地

の近隣地域での外国人材の住居確保ですとか、あと

農作業の現場における農業専門用語などに関する習

得とか、あと文化や習慣の違いや日常生活に対する

支援などがありまして、県としましても引き続き関

係機関と連携して、農業支援、外国人材の受け入れ
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を円滑に実施するために取り組んでいきたいと思っ

ております。

○瀬長美佐雄委員 続きまして、前年度で一定の方

向性が見えたのかなと思いますが、県立農業大学校

の移転の進捗状況、整備に向けた取り組みについて

確認します。

○前門尚美営農支援課長 お答えいたします。

農業大学校の移転整備については、平成30年８月

31日に移転先を宜野座村と決定したことを受けまし

て、平成31年４月に新県立農業大学校整備基本計画

策定委員会を設置しております。

令和元年度の取り組みにつきましては、沖縄県立

農業大学校の移転に係る施設規模を初め、ゾーニン

グの検討、施設配置計画、概算費用、管理運営など

の検討を行い、基本計画の策定に現在取り組んでい

るところであります。

具体的には、第１回の策定委員会を５月、第２回

を７月に開催しておりまして、その中では施設検討

に関する意見ですとか、あとゾーニングの検討など

を行っております。

今後の予定でございますが、11月下旬に第３回、

そして２月下旬に第４回の策定委員会を予定してお

りまして、引き続き検討を行ってまいりたいと思っ

ております。

○瀬長美佐雄委員 この件については陳情が出され

た経緯があって、米軍の演習とのかかわりで、離発

着訓練に対する懸念というのが大きかったものです

から、それについてはこの策定委員会をつくる準備

は当然進めていく流れの中で、それに対する地域の

懸念は払拭すべきという点での取り組み、基地対策

課とかを含めて演習訓練をやるなと、あるいは閉鎖

せよというふうなものも並行すべきではないかと思

いますが、そこら辺の連携について考え方をお聞か

せください。

○前門尚美営農支援課長 ただいま委員のほうから

ありました件でございますけれども、移転予定地の

宜野座村ともまた定期的に話し合いを持っておりま

して、陳情者に関する方に対しては、定期的に講習

会とか巡回指導ということで、週１回から月１回と

いうことで定期的に意見交換を交えながら、宜野座

村は意見交換をしていると聞いております。

また、県と宜野座村に関しても、定期的に話し合

いをする中で陳情者の方に村のほうが測定器等の貸

し出しをしたりして、騒音レベルの測定をしてもら

うということで、貸し出し等も行ったりとかを現在

やっております。

引き続き、宜野座村、また、移転予定地の松田区

とも連携しながら、丁寧に取り組みを進めていけた

らなと思っております。

○瀬長美佐雄委員 よろしくお願いします。

あと、事業に移りますが、157ページ。

先端技術を結集した園芸品目競争力強化事業とい

うことで、課題について述べていまして、これを今

年度にどのように生かしているのかという点で、絞っ

て伺えますか。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 県では、ゴー

ヤーやヘチマ、菊などを対象とした県産園芸品目の

市場競争力の強化を図る目的として、平成30年度か

ら先端技術のこの事業を実施しているところなので

すが、具体的に言いますとＤＮＡマーカー。ゴーヤー

やヘチマ等のＤＮＡマーカーを開発して、それを品

種育成に行っていくということと、それから現場か

らのニーズを早く取り入れて、それをうまく、この

ＤＮＡマーカー等も活用しながら育種のシステムを

構築するような、新たな品目のゲノム解析、もしく

はＤＮＡマーカーの開発を行っております。

３番目に、園芸品目の安定生産技術も含めて、技

術開発を行っているのが現状です。

今後もこれからの成果、生産現場で展開できるよ

うな現地実証等を通じて、関係団体と連携して取り

組んでまいります。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、令和３年までの事業

という点では、来年、再来年に向けて、もう既にそ

ういう意味では品種育成、あるいは技術開発という

点では一定絞られた方向性で、令和３年まで事業化

に対応する。どんな準備状況なのか伺います。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 令和３年まで

には、例えば短太ゴーヤーとか、それから褐変しな

いヘチマ等の品種改良であったり、それから先ほど

議論にもあった赤輪菊の品種育成も、それが栽培技

術も含めて。そして、さらにサヤインゲンの交雑確

認マーカーを作成したり、ゴーヤーのうどんこ病と

いう病気の抵抗性マーカーを使って今度はゴーヤー

の新しい品種をつくったりということで、令和３年

までにはそのようなことをやろうと考えております。

○瀬長美佐雄委員 続きまして、160ページの６次産

業化の推進について、重ならないように確認します

が、この６次産業化に取り組むということで、企業

や個人、実態としてどのような形で取り組まれてい

るのかと、可能性を含めて伺います。

○下地誠流通・加工推進課長 取り組まれている事

例ということでお答えいたします。

６次産業化、農林漁業者さんが対象になるんです

けれども、その皆さんが加工して販売までという事
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業です。

今、成功事例で取り上げますと、今帰仁にある農

業生産法人あいあいファームさんは県産農産物の加

工製造に加え、農産物の収穫体験や加工体験など、

総合体験型ファームでの６次産業化に取り組んでい

る事例がございます。

また、八重山のほうでは農業生産法人有限会社伊

盛牧場さん、自家製牛乳と地域で生産された農産物

を活用し、ジェラートの製造に取り組み、空港や島

内ホテルなど、観光産業と連携し販売に取り組んで

いると、そういうような事例がございます。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、６次産業化サポート

センターの周知を課題に挙げていますが、そこの活

動状況、あるいは人員体制とかどんな状況なのか、

それこそこの場で周知していただきたいと思います。

○下地誠流通・加工推進課長 ６次産業化サポート

センターについてお答えいたします。

平成26年度から沖縄県６次産業化サポートセン

ターというものを設置しております。

サポートセンターでは、６次産業化の取り組みに

必要な加工技術や販売戦略などの専門的知識を有す

る人材を沖縄県６次産業化プランナーとして10名登

録して、支援を希望する農林漁業者のもとへ派遣し、

きめ細やかな支援活動に努めているところです。

○瀬長美佐雄委員 次は163ページ、お願いします。

地産地消の推進ということで可能性は秘めながら

も、まだ十分生かされていないという議論だと思い

ますが、実は今、学校給食、あるいはホテルで30％

台と、気にしているのはその30％台が意味するのを、

説明を受けたい。

いわゆる学校給食であれば、給食日はそれなりの

量が子供たちに提供されるわけです。ところが、そ

の30％と、学校給食の30％は県内産が賄っていると

いうふうにも受けとめられます。そうじゃなくて、

３割の学校が何らかの形で地元の食材を活用してい

る。そこら辺の関連での確認です。

○下地誠流通・加工推進課長 委員が最初におっ

しゃった30％の県産食材が使われていると、そのほ

うが正しい認識だと思います。

○瀬長美佐雄委員 学校給食で３割は地元産で提供

されているということですか、今のお答えは。

○下地誠流通・加工推進課長 重量ベースでそうい

う調査をしております。

○瀬長美佐雄委員 認識として、学校給食センター

一括で購入して、学校給食センターに大体供給、加

工物もというふうに思っていて、３割も地元の沖縄

県の農家が学校給食を賄っていることになるのか。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、執行部から調査方法も含めて答

弁したほうがよいか確認があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

下地誠流通・加工推進課長。

○下地誠流通・加工推進課長 調査のほうから具体

的に説明いたします。

これは県の教育庁にお願いしているんですけれど

も、県内の全学校の給食センター、公立小中高及び

特別支援学校の調理場113施設へ調査をかけていま

す。

調査の対象品目として、野菜が23品目。果物４品

目、畜産物６品目、水産物５品目、計38品目に調査

しまして、重量ベースで全体として平成29年度は

36.6％の利用率があったということです。

○瀬長美佐雄委員 そうすると、それ相当の野菜で

あったり、供給していると思われます。ちなみに、

農家の、その学校給食にかかわるという点では把握

されていますか。戸数とか。

○下地誠流通・加工推進課長 農家のというと少し

答えづらいんですけれども、各学校の給食センター

さんですとか学校さんは、農家から直接というわけ

ではなくて、仲介する流通業者さんとか、そういう

ところからとられている形になっていると、大方は

そうなっていると思います。

○瀬長美佐雄委員 うちも豊見城なので、豊見城の

生産農家、とりわけ野菜農家が学校給食に提供をす

るという、市場から学校給食にという点でいうと、

そうそう今の数字、３割も市内の学校給食を賄って

いるというのはちょっと、きちっと後で確認はしま

すが。課題となっているのは、やっぱり安定供給で

きないという性質上、露地野菜中心で、毎日学校給

食に提供できるのかというのが課題であって、そこ

ら辺にその数字の信憑性がちょっと、ということで

確認しました。質問ではないんですが。

課題は、やっぱり安定的に供給できる体力、技術、

生産力というのを引き上げていかない限りには、ホ

テルだって、あるいは学校給食だって、この課題こ

そ克服しないといけないだろうと思っていますし、

そことのかかわりで言うと、環境に左右されない管

理型生産等々が将来的には伸びていかざるを得ない

のかなと思いまして、そこの分野について農林水産

部の考え方、促進という点ではどんな考えを持って

いますか。

○長嶺豊農林水産部長 まず、学校給食、それから

ホテルに供給する際の課題として、委員おっしゃっ

たように、やはり安定供給というのは大きな課題で
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あります。

それから、学校給食であれば、そこが使いたい品

目が品ぞろえができるかというような課題があると

思います。

生産面でいいますと、特に沖縄の生産、その営農

体系がどうしても冬秋向きというところにシフトし

ているウエートが高いものですから、特に周年、特

に夏場供給する体制というのが、台風とか高温とか、

そういう気象条件もあって難しい面があります。

そういう部分では、やはり施設化を推進して、周

年安定してつくれるような体制は、現在も取り組ん

でおりますが、これについては引き続き強化していっ

て安定生産を確保していきたいと思っています。

やはり品ぞろえについてはなかなか、例えば、よ

く学校で使われる土ものといいますか、ジャガイモ

とかですね、そういうのはなかなか県内ではつくら

れていない部分もあって、重量的なウエートも高い

ものですから、そういうのは割合として反映されて

きますけれども、やはり地場で確実につくれる野菜、

果物等についてしっかり生産体制を整えていって、

学校給食、それから、ホテルについては特に観光客

もこれだけふえておりますので、これまでの県外だ

けを目指していた生産体制から、やはり地場のほう

にも目を向けていく必要があると考えております。

○瀬長美佐雄委員 167ページ、農地の中間管理事業、

これについては農地をそれこそ生かすための事業と

いうことですが、この１億円余りの―決算として１億

600万円余りかかっていますが、これの個々、個別で

言うと、どんな内訳になるんですか。確認します。

○島川泰英農政経済課長 事業の内容につきまして、

まず説明をさせていただきたいと思います。

事業については、先ほど委員からお話がありまし

たとおり、農地中間管理機構が農地の貸し借りの仲

介をするという役割をしております。これの費用、

そして管理費用とかそういったもの、それとあわせ

て、それに管理費用と中間で管理するときの費用と、

貸し付けるときの費用の経費という形でされており

ます。

○瀬長美佐雄委員 それで課題としては広い土地を

集積して生かしてもらうというふうな目的もあると

いうことですが、認定農業者の数はどうなっていま

すか。

○島川泰英農政経済課長 平成30年度の経営体数と

してですけれども、3392になっております。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、遊休農地の解消とい

うのも大きな課題かと思いますが、これとの関係で

どういう状況なのか確認します。

○島川泰英農政経済課長 遊休農地、荒廃農地調査

という形で今現在の調査されておりますけれども、

以前、耕作放棄地調査からの変更をされて、どんど

ん変遷してきまして、今、荒廃農地調査という形に

なっております。

今現在の状況は、平成29年実績が今最新でありま

して、3816ヘクタールが耕作放棄地、あるいは荒廃

農地ということになっております。

今の状況、委員からの御質問の状況ですけれども、

この荒廃農地については高齢化に伴う経営の体力が

なくなってとか、あるいは離島においては後継者不

足も含めて、そういったところのいろいろな環境の

中の事情があって、荒廃農地があるという形になっ

ています。

ただ、荒廃農地の解消等について、地域の農業委

員会の指導、あるいは啓蒙だとかも含めて、荒廃農

地にする前の貸し付け、先ほど出た中間管理機構と

かの貸し付けを促進したりだとか、そういったこと

をしているところでございます。

○瀬長美佐雄委員 次は、169ページから170ページ

にまたがって、新規就農者の支援の取り組みですが、

これについて幾つかの事業があるもので、その事業

の内容や概要についてまず確認します。

○前門尚美営農支援課長 県では一括交付金などを

活用した沖縄県新規就農一貫支援事業が、この

169ページに書いてございますが、この事業の内容で

すけれども、農業施設、機械などの整備を行ったり

とか、あと新規就農コーディネーターなどの配置を

行っております。

また、農業次世代人材投資事業による―これは国

庫の事業でございますが、資金の交付ということで

新規就農を目指す方に年間150万円の資金の交付とい

うことで事業を進めているところです。

このような新規就農対策の事業で就農相談から就

農定着までの一貫した支援というものを市町村関係

機関と現在連携し、推進しているところであります。

その結果、平成24年から平成30年までの７年間で

2331名の新規就農者を育成・確保しております。引

き続き、新規就農者の育成・確保を図り、農業の持

続的な発展に努めてまいりたいと思います。

○瀬長美佐雄委員 新規の就農者がふえていくとい

うことは本当に重要な事業として、今後も発展させ

てほしいと思いますが、この制度の準備型、経営開

始型それぞれ34名あるいは394名となっていますが、

これ金額的にはどんな到達になりますかね。

○前門尚美営農支援課長 交付の数ですけれども、

全体で428名であります。その中で研修等を行う準備
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型が34名、経営開始型といって就農を始めた方が

394名ですけども、交付金額のほうが準備型34名に対

しまして4637万5000円、経営開始型のほうが394名に

対しまして４億7142万6000円となっております。こ

れは平成30年度の実績でございます。

○瀬長美佐雄委員 394名というのは、その年度、30年

度でスタートしたという理解でいいのか、多分、何

年か交付されるのかなと思っていますが、そことの

関係ではどう理解したらいいですか。

○前門尚美営農支援課長 394名というのはこの年開

始ではなくて、最大５年間給付となっておりますの

で、１年目の方もおれば、最終年―５年の方もいる

ということで、トータルで394名という数字になって

おります。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、沖縄県農業次世代人

材投資事業の中での課題の中で、いわゆる実施要綱

の改正に伴って制約を受けたり、緩和されたりと。

この意味するものを教えてください。

○前門尚美営農支援課長 緩和の部分でございます

が、これまでは給付対象者が45歳未満ということで

ございましたが、年齢要件が引き上げということで、

50歳未満ということで、今年度から緩和されており

ます。

○瑞慶覧功委員長 休憩いたします。

（休憩中に、瀬長委員から限定されたことに

ついて説明してほしいとの発言があった。）

○瑞慶覧功委員長 再開いたします。

前門尚美営農支援課長。

○前門尚美営農支援課長 準備型の部分でございま

すが、去年まで県立農業大学校ですとか、ＪＡの研

修施設、例えば宜野座村の研修施設と合わせて指導

農業士ということで、地域の先進農家のほうで研修

が準備型の対象であったんですけれども、今年度か

ら地域の指導農業士がなくなりまして、今年度は農

業大学校とかＪＡの施設ということで限定しており

ます。

指導農業士で受けていた研修の部分は、全国農業

会議所で実施しております農の雇用事業のほうに移

行ということで、今年度からなっております。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、県立農大生の卒業後

の就農状況というか、その進路についてはどうなっ

ていますか。

○前門尚美営農支援課長 これまで県立農業大学校

では1495名が卒業をしておりますけども、平成30年

度の新卒者は36名となっておりまして、進路状況と

しましては農業が22名、農家などへの研修が２名、

農協への就職が５名、その他が７名となっておりま

して、就農率は66.7％であります。

○瀬長美佐雄委員 ありがとうございます。

次、192ページの未来のマリンパワー確保事業につ

いて、46名と書いていますが、支援の内容について

お伺いします。

○能登拓水産課長 未来のマリンパワー確保・育成

一貫支援事業につきましては、新規漁業就業者の確

保・育成を目的としまして、一括交付金を活用して

実施しているものでございます。

事業の内容としましては、小中学生を対象とした

水産教室の開催、それから高校生を対象としたイン

ターンシップ、今、御質問にありました新規就業３年

未満の就業者を対象に漁具等の経費の一部の支援を

行うものとなってございます。

○瀬長美佐雄委員 ちなみに、金額的には46名の方

にどの程度交付されたということなんですか。

○能登拓水産課長 済みません、総額は今すぐ出て

こないのですが、１人当たり最大で150万円を上限に

支援をさせていただいております。

○瀬長美佐雄委員 最後になりますけれども、今年

度の令和元年度で終わるということですが、今後も

続けるのか、あるいは27年度からの事業なので、成

果として何名ぐらいそれが支援できたのか。

○能登拓水産課長 本事業ではこれまで113名の方に

支援を行ってきたところでございます。

現場からも非常に要望の強い事業でございますの

で、引き続き継続できるよう予算の要求をしてまい

りたいと考えております。

○瑞慶覧功委員長 嘉陽宗儀委員。

○嘉陽宗儀委員 御苦労さまです。

何点かお聞きします。

先ほどから特殊病害虫の問題について説明があり

ましたけれども、沖縄の農業における特殊病害虫の

被害というのは、結構非常に出ているんじゃないか

と思うんですが、実態調査はしていますか、金額的

に。

○前門尚美営農支援課長 実際、商品となって出す

ことができていないので、被害金額というのは算出

してはないんですけれども、やはり特殊病害虫、ア

リモドキとかイモゾウムシなどがいるということは、

根絶しないと県外とかに出せないとか、例えばミカ

ンコミバエとかウリミバエがいた場合、例えばマン

ゴーが県外に出せないということで被害の額はかな

り大きくなるということは認識しているんですけれ

ども、被害金額については持ち合わせておりません。

○嘉陽宗儀委員 特に特殊病害虫については、私ずっ

と議員になってから一貫して自分の政治的な課題と
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して皆さん方に協力を求めてきたんですけれども、

そこで特にイモゾウムシ、アリモドキゾウムシの根

絶によって、世界的な飢餓が解決するぞということ

をここで質問したことがあります。

そういう意味では、沖縄で研究が大分進んで、先

進県ですから、これについては皆さん方には自信を

持って沖縄の病害虫対策に、特にイモゾウムシ、ア

リモドキゾウムシについてはこうなっていますよと

いう宣伝ができるようにしないといかんのじゃない

ですか。どうですか。

○前門尚美営農支援課長 ありがとうございます。

アリモドキゾウムシとイモゾウムシについては、

現在、根絶事業ということで取り組んでおりまして、

平成13年より久米島、そして19年より津堅島におい

て実施しているところであります。

久米島のアリモドキゾウムシにつきましても、平

成25年に根絶を達成しております。津堅島のアリモ

ドキゾウムシも寄主植物調査において寄生率がほぼ

ゼロとなっており、根絶対策の最終段階にあること

がありますので、また県や国による確認調査を行う

ために、現在、沖縄県特殊病害虫防除条例に基づく

防除地区として、平成29年10月30日付で津堅島を指

定し、寄主植物の移動規制を実施しているところで

す。

現在は令和２年度の国の駆除確認調査において防

除を強化しておりますので、引き続きまた進めてま

いりたいと思います。

○嘉陽宗儀委員 ウリミバエについてはどういうふ

うに駆除していますか。

○前門尚美営農支援課長 ミカンコミバエは昭和

61年、そしてウリミバエは平成５年に県全域から根

絶を達成しております。

しかしながら、常に再侵入の危険性が高いという

ことから、根絶後もトラップによる侵入警戒調査と

誘殺剤や不妊虫の放飼による侵入防止防除を継続し

て実施しております。

再定着を防止しまして、今後も果樹とかゴーヤー、

沖縄の特産である果樹とかマンゴーとかの生産振興

ということで、再定着の防止に努めていきたいと思

います。

○嘉陽宗儀委員 私が執念を燃やしているのはやっ

ぱりイモですね、イモゾウムシ。あれがなくなれば

世界的な―例えばアフリカなんかでも飢餓がなくな

るぞと。だから沖縄の果たすべき役割は大きいぞと

いう、皆さん方を激励してきたんですよね。

今、研究所があるでしょ。今では向こうの生産活

動というんですか、実態はどうなっていますか。

○前門尚美営農支援課長 病害虫防除技術センター

で、アリモドキゾウムシ、イモゾウムシということ

で、研究とまた防除対策、駆除調査等々を進めてい

るところでありまして、ただ、不妊虫、津堅島にお

いても先ほど来、津堅島の事例を出しますけれども、

不妊虫放飼を実施しているんですけれども、例えば

低コストの人工飼料の開発の課題ですとか、大量増

殖技術がまだまだ十分ではないですとか、モニタリ

ング技術の開発などの課題があるところから、防除

技術センターでも解決に向けてまた取り組んでいる

ところでありますので、地元の市町村の協力も得な

がら早期の根絶とかを目指していきたいと思ってお

ります。現在ですけれども、津堅島のアリモドキゾ

ウムシの根絶防除ですけれども、寄主植物の除去と

いうことでの実施ですとか、あと残渣芋の回収とか

粉砕、そしてまた農薬散布、不妊虫の地上放飼とい

うことで、週20から30万頭を放飼しております。

そしてまた、イモゾウムシにつきましても、寄主

植物の除去、残渣芋等の回収とか農薬散布、そして

不妊虫の航空放飼、不妊虫の地上放飼ということで

あります。また、ライトトラップも設置しまして隔

週で実施しております。

○嘉陽宗儀委員 ちょっとかみ合わんけど。

非常に難しいのはわかりますから、今一歩踏み出

して、研究所の体制も、例えば、我々イモゾウムシ

でも幼虫を育てるのは沖縄の芋じゃないでしょ、あ

れ。今やっているのは、皆さん方どこから持ってき

ているんですか。

○前門尚美営農支援課長 芋のほうで大量増殖とい

うことであるんですけれども、大量の芋がいるとい

うことで県内産では間に合わず、県外産の芋も使用

しております。

○嘉陽宗儀委員 この県内産の芋で十分間に合うぐ

らい生産しないとね。

○前門尚美営農支援課長 訂正します。

県内産の芋だと害虫の混入があるということで、

県外産の芋の使用をしております。

○嘉陽宗儀委員 そうですよね。いじわる質問じゃ

ないからね。

少なくとも沖縄が果たすべき役割というのは徹底

的にですよというのが僕の強調したい点ですから。

しかし、これは私が議員になってからもう25年ぐら

いなるのに、同じような質問を毎年やっているはず

よ、同じような中身を。進歩がないなと言われてい

るかも知らんけど、それだけ重要だと思うんですよ。

それと、私はこの問題を取り上げるときに、皆さ

ん方は芋は何と呼んでいますか。サツマイモですか。
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○長嶺豊農林水産部長 カンショと呼んでいます。

○嘉陽宗儀委員 僕、同じことを何度も言うけど、

沖縄でもともとあれはサツマイモじゃないでしょ。

野国総管が持ってきてどうのこうのというのは、歴

史のことを言う必要はないけども、少なくとも沖縄

の誇り高き芋なんだということで自覚があればね、

もっと早目に駆除する方法が出てくると思うんです

けど。

決意をちょっと。決意でいいです、同じことを聞

かないように。

○長嶺豊農林水産部長 イモゾウムシ類の根絶につ

いては、委員御指摘のとおり沖縄のカンショ、芋を

生産、あるいは生産安定、それから県内から持ち出

すことができるということで、それを目指して今取

り組んでおります。

実際、アリモドキゾウムシについては一定程度、

増殖技術、実際久米島でも根絶をしておりますし、

進んできておりますが、イモゾウムシについては、

やはりまだまだ大量にふやしていく技術とか、ある

いは餌の開発だとかいろんな課題がありますので、

できるだけ研究員のほうも一生懸命頑張っておりま

す。できるだけ早目にこういう技術が確立できるよ

うな形で、部としても取り組んでいきたいと考えて

おります。

よろしくお願いします。

○嘉陽宗儀委員 このイモゾウムシは、ミバエみた

いに羽生えて飛んでいくわけじゃなくて、芋に寄生

しているでしょ。だから、伊江島か伊平屋、向こう

は全部水田に変えたらイモゾウムシは全部水攻めし

て皆殺ししている、向こうは。

だからあんまり難しいことを考えなくて、稲作か

ら芋に変えるだけでもイモゾウムシを駆除できるん

だから。ちょっと知恵を働かせて、毎年同じような

ことを質問やらんでも済むように、皆さん方がその

気になれば。現地でもそれをやっていますよね、も

う駆除しているんだから。

○前門尚美営農支援課長 委員おっしゃるように、

伊平屋村などでは水田の跡に水を張って、タードー

シイモということで、一旦、水を張って、そして虫

を減らしてカンショをつくるということをやってい

ますし、そうすることで例えば収量が上がるという

のも聞いたことがありますので、そうした現場で使

われている耕種的な防除もあわせて、また栽培指導

の中に組み込んでいきたいと思います。

○嘉陽宗儀委員 ぜひ頑張ってください。

向こうのほうは一生懸命、こっちは褒めてきたけ

ど、県は何も激励もないよと言うからさ。少なくと

も第一線で沖縄の基幹作物をこういうぐあいに守っ

ているというわけですから、やっぱり現地調査をし

て、皆さん方が言うように。全体的な対策をどうす

るかというのを検討してもらえませんか。

○前門尚美営農支援課長 ありがとうございます。

委員のこの御指摘のあった部分、このタードーシ

イモについても、実際の現場で行われている指導等

ということで、また調査とか、現地のほうに確認と

いうことで、また取り入れていきたいと思います。

○嘉陽宗儀委員 ぜひ頑張ってください。

次に、松くい虫対策について。

被害状況と現在どういう対策をしているか、教え

てください。

○平田功森林管理課長 まず松くい虫の駆除の実態

について御説明します。

松くい虫被害の対策につきましては、森林病害虫

等防除法に基づきまして、国庫補助金により保安林

等の公益的機能の高い保全松林において、まず予防

措置として薬剤の散布と薬剤の樹幹注入を、被害木

につきましては、被害拡大防止のため、伐倒駆除を

実施しております。

また、保全松林以外のその他の松林につきまして

は、沖縄振興特別推進交付金によりまして、景観保

全対策として幹線道路周辺等の被害木の伐倒駆除や、

危険木の除去を行うとともに、銘木等の貴重な松の

予防対策として、薬剤樹幹注入を実施しております。

防除対策につきましては、現在防除戦略を策定し

ておりまして、松林の分布状況や被害分布等により、

地域区分を行いまして、選択と集中により防除、駆

除を実施しているところであります。

これら対策の結果、平成30年度の被害量は1234立

方メートルで、これは前年度の約50％の被害量となっ

ていまして、被害のピークとなった平成15年度の３％

の被害量となっております。

○嘉陽宗儀委員 この薬剤散布、これによって駆除

も進んでいるというお話でしたけど、特にこれは全

国的に自然保護の皆さん方から、特殊な生き物たち

を殺すということになるから、これは待ったという

声がかかっていますよね。薬剤散布で貴重な生き物

たちを殺しているから、これについては検討せよと

いう声が上がっているでしょ、薬剤散布で。

○平田功森林管理課長 薬剤散布ですが、薬剤散布

は松の若い枝を食害するマツノマダラカミキリ成虫

の殺虫を目的として、健全な松林に薬剤を散布して

おります。

使用している薬剤なんですが、毒性的には普通物

で、魚毒性もＡ類といいまして、特に魚介類には影
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響がないという、そういう農薬になっております。

この農薬につきましては、野菜類とかにも頻繁に

成分は使われているものでして、特に人体への影響

も障害を生じないということを確認されております。

鳥類への影響につきましても、他県の調査なんで

すけど、薬剤散布をした結果とその前後で鳥類の観

察の羽数と種類数に変化がないということが確認さ

れているところであります。

薬剤散布につきましては、散布前には松林周辺の

公民館であったりとか地域住民への周知を行いまし

て、看板を設置して、住民は入らないような、そう

いう対策をしているところであります。

○嘉陽宗儀委員 できるだけの努力をしてください。

私が松くい虫駆除法の特許を取っているのは知っ

ていますか。

○平田功森林管理課長 承知しております。

○嘉陽宗儀委員 私が取った特許を使って駆除して

いますか。

○平田功森林管理課長 今のところ、いろいろコス

ト的な問題等とか効率性の問題とかがありまして、

まだ採用には至っていないところであります。

○嘉陽宗儀委員 私のは金がかからないような中身

なんですよね。だから、あっちこっちから見物とい

うの、調査というの、来ているんですよ。

特に本土の赤松とか唐松とか、なかなかやりにく

いものも、全部これを使って駆除するといって、駆

除できましたという喜びの声も寄せられていますか

らね。

だから皆さん方のほうには、たかが嘉陽宗儀だと

思って考えているかどうかわかりませんけど、とに

かく全国的にも評価をしてもらって、それで本当に

各地域の松くい虫駆除のために努力していますから、

ぜひ頑張ってください。

前、現場まで行ったけど、やっぱり体制がなって

いない、かわいそうに。

この話はこれぐらいにしますけど、やっぱりちょっ

と沖縄から本腰を入れて、沖縄の松だの、琉球松、

サツマイモ云々って、病害虫は沖縄は亜熱帯性の気

候だから、特に重要視しないといかんと思うんです、

農業の分野でもね。

そういうことで、頑張ってくださいということで、

皆さん方を激励して質問を終わります。

○瑞慶覧功委員長 金城勉委員。

○金城勉委員 どうも御苦労さんです。

まず、皆さんからいただいた沖縄の農林水産業と

いう資料があって、この21世紀ビジョン基本計画に

おける農林水産業の位置づけについて、まず伺いた

いんですけれども、目標として持続的農林水産業の

振興とフロンティア型農林水産業の振興ということ

で掲げているんですけれども、これをわかりやすく

説明いただけますか。

○幸地稔農林水産総務課長 持続的農林水産業の振

興とフロンティア型農林水産業の振興につきまして

は、具体的には７つの施策がありまして、１、沖縄

ブランドの確立と生産供給体制の強化、２、流通・

販売・加工対策の強化、３、農林水産物の安全・安

心の確立、４、農林水産業担い手の育成・確保及び

経営安定対策等の強化、５、農林水産業技術の開発

と普及、６、亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産

業の基盤整備、７、フロンティア型農林水産業の振

興の７つの基本施策を通して振興されるものと考え

ております。

○金城勉委員 この７本柱を基本にしながら事業を

進めていくという、そういうことは書いてあります

ね。

フロンティア型農林水産業の振興というのは、ど

ういうふうに理解すればいいですか。

○幸地稔農林水産総務課長 お答えします。

フロンティア型農林水産業の振興とは、まず１、

農業者みずから加工や販売等に取り組む６次産業化

に対する支援やまたそれによる新たな商品の開発等。

また２、県産農産物の販路拡大を図って、アジア

など海外への展開を行うこと。

それから３つ目に、観光リゾート産業等の他産業

と連携をして農業を振興していくというものであり

ます。

○金城勉委員 それで、皆さんのその具体的な目標

・指標ということもここに示されているんですね。

例えば、農業の就業者数の目標についても、27年

度から33年度への目標についても１万9900人から

２万3000人というふうになっていますね。一方で、

林業は逆に少なくなっている、4600人から4300人。

漁業については３万8000人、同じということなんで

すけれども、農業はこれを増加させていこうという

取り組みになっているんですけども、林業や漁業に

ついては減少もしくは維持となっているんですけど

も、これはこの理念と目標にあわせて、この数字と

いうのはどういうふうに理解したらいいですか。

○幸地稔農林水産総務課長 お答えします。

それぞれ農業・林業・水産業、環境に違いがあり

まして、特に林業・水産業につきましては急激に高

齢化等が進んでいることから、これらについては現

状維持、または多少の減で目標を設定しております。

農業については、多少ながらも増加を目指したい



－125－

というふうに考えております。

○金城勉委員 林業については、そういう産業の種

類として理解できるんですけれども、漁業について

は現状維持というのはどうなんだろうなというひっ

かかりがあるんですけれども。例えばそういう養殖

漁業であるとか、あるいは養殖の海藻であるとか、

そういうふうなことも注目されている中で、発展可

能性というのは非常に期待できるんじゃないかなと

いうふうに思っていたんですけれども、その辺のと

ころはそういう方向にはいかないですか。

○能登拓水産課長 漁業就業者の目標につきまして

は、現在約3800人というところで設定しているとこ

ろでございますが、当初この計画策定に当たって、

非常に全国的にも漁業就業者が急激に減少している

中で立てた目標ということでございます。

ただ、委員御指摘のとおり、昨今モズクを中心に

非常に養殖が盛んに行われて、産出額もふえている

状況もございますので、今後また次期計画を策定す

るに当たっては、そこら辺の目標の設定の仕方につ

いては十分検討させていただきたいというふうに考

えております。

○金城勉委員 そうですね、ぜひ頑張って、減少傾

向あるいは現状維持が精いっぱいと言うんじゃなく

て、やっぱり将来希望ある産業としての育成を、若

手の皆さん方が魅力を感じるような、そういう取り

組み方というものを示していただきたいなと思いま

す。

それで、先ほど病害虫の問題がありましたけれど

も、最近報道などで聞いているんですけれども、外

来の病害虫、これツマジロクサヨトウと発音するん

ですかね、これが非常に猛威を振るうのではないか

という懸念が示されているんですけれども、これの

現状はどうですか。

○前門尚美営農支援課長 ツマジロクサヨトウでご

ざいますけれども、チョウ目のヤガ科の害虫でござ

いまして、トウモロコシとかサトウキビ、そしてソ

ルガムとか80以上の作物を含む、割と広範囲な植物

を加害するということで、2016年にアフリカで侵入

が確認されて、ことしの１月に中国で―雲南省のほ

うで確認されて、５月末までに中国で急激に広がっ

ております。その後、６月に台湾とか韓国で発生が

ありまして、日本での初めての発生が７月３日とい

うことで、鹿児島のほうで初めて確認されておりま

す。

沖縄では７月11日に発見がありまして、恩納村の

ほうで飼料用トウモロコシで初めての発生があった

んですけれども、10月９日現在、沖縄県のほうでは

７市町村ということで恩納村、多良間村、八重瀬町、

宮古島市、石垣市、西原町、中城村などの飼料用ト

ウモロコシですとかサトウキビ、スイートコーンで

の発生があります。

このツマジロクサヨトウの特徴なんですけれども、

10度以下で死滅するんですけれども、沖縄の場合は

なかなか10度以下、10.9度以下では活動が低下する

とあるんですけど、越冬する可能性があるんじゃな

いかということで懸念されておりまして、現在国と

か病害虫防除技術センターのほうでは、継続して県

内各地の調査に当たっております。

また、あわせてフェロモントラップ等も設置して、

被害の早期発見、早期防除ということで今取り組ん

でいるところなんですけれども、なかなかこの新規

病害虫、初めてなものですから、一般の農家の方が

わからないということもありますので、病害虫防除

技術センターが発生予察特殊報ということで発出し

て、あとまたホームページに掲載したりとか、あと

説明会等々をして、今周知をしているところであり

ます。

○金城勉委員 報道などによると、かなりの猛威を

振るうんではないかという懸念が報道されています

よね。それで、なかなかそういう駆除の対策につい

ても抵抗力が強くて難しい、生き延びるんではない

かというふうにも言われているし、その辺は当然全

国的な問題でもあるんでしょうけども、具体的な対

策については、今はどういう状況ですか。

○前門尚美営農支援課長 県のほうでは、このツマ

ジロクサヨトウに関する対策会議ということで、蔓

延防止の周知徹底ということで関係機関とかを集め

て８月６日、９月４日、９月18日に説明会を実施し

ております。

そして、あわせて市町村の広報ですとか、あと農

協とか、県の機関の広報にもこの虫の写真とか、生

態を載せて生産者の方へ周知をしているところです。

そして、国のほうではマニュアル作成ということ

で、現在この虫の生態とかを含めたマニュアル作成

ということでやっています。

そして、繰り返しになるんですけれども、現在、

定期的に―沖縄県全域ということで、この虫の確認

調査ということで、定期的に80カ所以上で今現在継

続して実施して、定着がないように今調査を進めて

いるところであります。

○金城勉委員 非常にそういう害が大きいのではな

いかと懸念されているので、ぜひしっかりした対策

をお願いいたします。

それから次に、ヤギの件なんですけども、今ヤギ
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肉、ウチナーの食文化の非常に重要な部分を占める

んですけれども、ヤギ肉の消費量に対する県内生産

高と割合はどうですか。

○仲村敏畜産課長 まず、生産状況についてなんで

すけれども、現在平成30年の12月末、家畜・家禽等

の飼養状況調査で、県内のヤギの飼養戸数が1484戸

で頭数が１万2035頭ということで、平成25年から６年

連続で増加しているところです。

県内の家畜市場におけるヤギの取引頭数なんです

けれども、こちらはまた屠畜場にいったり、生産の

繁殖にいったりするんですけど、そちらの取引につ

いても1254頭ということで年々増加する傾向にあり

ます。

それからヤギの屠畜実績なんですけれども、平成

30年で2781頭ということで、枝肉重量ベースで約75ト

ンということで、こちらも年々増加傾向にあります。

それで消費量ということで実際に詳細の調査を

行ったことはないんですけれども、ほぼ生産される

ヤギ肉につきましては、県内中心の需要で消費され

ているというふうに認識しております。

○金城勉委員 私が聞きたいのは県内で生産される

ヤギの量と消費量は、もう決定的に少ないんじゃな

いかと。その足りない部分を海外産で輸入して補っ

ているんではないかという話を聞いているんですね。

ですから、そのことを聞きたいんですけど、そう

いう数字は把握していないですか。

○仲村敏畜産課長 沖縄地区税関を通過したヤギ肉

の海外からの輸入量なんですけれども、平成26年か

ら平成30年、同じ量が入ってきておりまして、約100ト

ンということになります。

一方で、県内の生産量は先ほど申し上げましたよ

うに増加傾向にありますので、県内産のヤギ肉の需

要は伸びている、消費量も伸びているというふうに

認識しておりまして、海外からのヤギの輸入量はほ

ぼ横ばいですので消費量は上がっておりまして、県

内産のヤギ肉の消費は上がっているというふうに認

識しているところです。

○金城勉委員 その海外産と県内産の割合というの

はわかりませんか。

○仲村敏畜産課長 平成30年116トンで海外産が輸入

されておりまして、県内産が約75トンですので、単

純に言いますと県内産が……。

○金城勉委員 約６・４ぐらいか。

○仲村敏畜産課長 そうですね、そのようになりま

す。

○金城勉委員 ヤギ好きな人たちといろいろ会話を

すると、ヤギの今後の可能性というのは非常に期待

できるんではないかという話を聞くんですね。ヤギ

肉の好きな県民性ですから、その生産体制をもっと

もっと強化をしてやると、県内の消費も上がるし、

また生産農家の利益にもつながるという声をよく聞

くんですけど、このヤギの生産体制―農家のあり方

というのはどうですか、今。これから、今後につい

ても。

○仲村敏畜産課長 ヤギの生産の状況は先ほどお話

をしたとおり、年々増加しているところです。

一方で、まだ沖縄のヤギは体重が小さいヤギが多

くて、やはり収益性がなかなか乏しいということで、

今現在、沖縄県でヤギにつきましては肉量がとれる

大型化を推進して、目標にしていこうということで、

まずそこで農家の収益性を上げて、経営的なものを

安定させるということを目標にやっております。

平成27年から沖縄県ではおきなわ山羊生産振興対

策事業、それから平成30年度にはおきなわ山羊改良

基盤整備事業ということで、沖縄のヤギの―産肉能

力にすぐれたヤギに改良していってもらおうという

ことで、優良ヤギの購入費に対して助成していると

いう状況です。

一方で飼養者もふえておりまして、今おきなわ山

羊生産振興協議会、ＪＡさんが事務局をやっている

んですけれども、そちらも各地域に生産組合ができ

まして、今現在20組合になっていることで、生産者

のほうも活発にそういう取り組み、生産体制の強化

とあと改良ということで取り組んでいただいている

という現状でございます。

○金城勉委員 非常に期待が持てるというふうに聞

いておりますので、ぜひ頑張っていただきたいと思

います。

それと漁業関係について伺いますけれども、先ほ

ど漁業に携わる人たちの人数が現状維持の目標とい

うことであるんですけども、漁業の経営体の推移も

ちょっと厳しいようですけれども、この辺の状況を

説明いただけますか。

○能登拓水産課長 漁業センサスによりますと、本

県の漁業経営体数は昭和58年の4492経営体をピーク

に減少を続けまして、平成25年には2616経営体となっ

ておりましたが、最新の平成30年のセンサスの統計

によりますと、35年ぶりに増加となる2733経営体と

いう状況になってございます。

○金城勉委員 この長期減少傾向から2733、少し持

ち直した要因というのは何ですか。

○能登拓水産課長 今、分析を進めているところで

はございますが、現場のほうで聞いていますと、モ

ズクあたりを中心に世代交代が進みつつあるという
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ふうな状況を聞いております。

○金城勉委員 ぜひそういうところを、新しい産業

振興の道を探っていただきたいなと思います。

今おっしゃるように、モズクの生産については非

常に価格が安定してきて、むしろことしは品薄で価

格が上がってきた。この辺の状況を説明いただけま

すか。

○能登拓水産課長 モズクの生産につきましては、

平成21年は１万1810トンというところから平成31年

は１万5744トンということで、10年間の間では約

1.3倍にまで増加をしてございます。

ただ、今委員からお話ありましたとおり、平成31年

度産につきましては、昨年が11年ぶりに２万トンを

突破したというような豊作の状況から比較すると、

25％程度の減産となってございます。

委員御指摘のとおり、非常にモズクは品薄という

ことで、全県的に浜の取引価格は上がっている状況

というふうに聞いております。

○金城勉委員 幾らぐらいですか、キロあたり。

○能登拓水産課長 きちんとした市場のデータとか

があるわけではないのであれなんですが、聞いてい

るところではキロ300円から330円程度のものが多い

ように聞いております。

○金城勉委員 もうほぼ倍増だよね。去年あたりで、

２万トンの生産高でキロ当たり150円ぐらいだったと

いうふうに聞いていますからね。だから、ことしは

品薄ということもあって、300円以上にまで高くなっ

てきたと。生産高が減った割には値段が上がったの

で、ほぼ収入としてはとんとんぐらいの確保ができ

たという話も聞いております。

一方で、さらに需要のほうは、市場が求める量と

いうのはどんどんふえてきているようですから、だ

から非常に有望な―沖縄ならではの特産品ですから、

そこは今後もその販売価格、いわゆる生産者の販売

価格というものが今の数字で推移すれば非常に効率

のいい、また若い人たちが希望を持つ産業に、もっ

ともっと飛躍すると思うんですね。その辺の取り組

みについてはどうですか。

○能登拓水産課長 モズクにつきましては、今御指

摘のとおり非常に消費のほうも旺盛でございまして、

供給のほうが若干追いついていないような状況もご

ざいます。

一方で、価格のほうが非常に単価が上がっており

まして、漁業者の手取りとしては一定程度確保がで

きたかなというところがございますが、一方で加工

業者からしますとやっぱり仕入れ価格になってしま

う中、非常に経営的に苦しいというような声も聞い

てございます。

モズクについては、やっぱりまずは安定生産、さ

らには増産といったところにしっかり取り組んで、

その上で一定の安定的な単価を維持する中で、漁業

者の経営をしっかり安定させていくといったところ

が重要かなというふうに考えております。

○金城勉委員 加工業者の云々という話がありまし

たけれども、そうじゃなくて、むしろ今までが安過

ぎたと思うんですよ。そういう生産者がちゃんと潤っ

て、そしてそこから付加価値をつけて、そして販売

すると。そこでみんなが潤うという仕組みにならな

いと、本当に苦労をして育てても買いたたかれて浜

買いされて持っていかれて、あんまり地元には利益

が落ちないというのが今までの形だったので、むし

ろいい方向に向いていると思うんですね。

ですから、このチャンスを捉まえて、そこをベー

スにしながら積み上げていく、そういう発想のほう

がより価値的だと思うんですけれども、そういう方

向でぜひ取り組んでいただきたいと思うのですが、

どうですか。

○能登拓水産課長 モズクにつきましては、さっき

２万トンを超えたときも、価格が下がらずにむしろ

上昇するような傾向が見えまして、非常に旺盛な消

費が見込まれているところでございます。

そういう状況を踏まえまして、県としましてはモ

ズクの高付加価値化に向けて鮮度の保持なども含め

て、またフコイダンなどを含めた機能性の成分など

の調査なども行っておりますので、そういった中で、

高付加価値化の中でしっかりした単価がつくように、

しっかり努力をしていきたいと考えております。

○金城勉委員 それで生産量をアップさせるその手

法、皆さんも３万トンを目標にしていますから、そ

のためには品種改良、そしていろんな自然現象、日

照不足であるとかさまざまなそういう自然環境に見

合う、それに対抗をして育っていけるような品種改

良というものが求められていますから、そういうと

ころもぜひ前向きに取り組んでいただきたいなと

思っております。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 大城憲幸委員。

○大城憲幸委員 言いたいことがあって質問を入れ

ていますので、答弁は簡潔で構いませんから、４時

までに終わるようにしましょう。よろしくお願いし

ます。

成果表の156ページからお願いをいたします。まず

この分蜜糖工場の支援策です。この事業で、製糖期

間を通じて分蜜糖工場の適正操業が図られたという
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ことではあるんですけれども、簡単に簡潔に、まず

30年度、特に設備の整備の部分でどういう事業をし

たのか、簡潔にまず説明ください。

○喜屋武盛人糖業農産課長 分蜜糖振興対策事業で

ございますが、委員おっしゃったとおり製造合理化

事業ということで、老朽化しておる製糖工場の施設

の一部更新とかそういったものをやっておりまして、

今手元に詳細なものがないんですけど、例えば平成

30年度ですとゆがふ製糖におきましては結晶缶の整

備、あと清浄設備ということで、事業費として１億

1724万円を投じて施設の更新等を行っております。

○大城憲幸委員 本島はゆがふ製糖だけ、あとは離

島も老朽化問題があって、石垣も工場の建てかえを

要望していますけれども、本会議場でもやったよう

に今本島には１工場しかない、その１工場が私は早

急な建てかえが必要なんじゃないかということで、

前もお話申し上げました。

皆さんのところでも、なかなかすぐ建てかえとい

う部分はできないけれども、この事業を使って安定

操業できるように頑張りますなんですけれどもね。

その後、どこかの時点で建てかえしないといけな

いと思っているんですけれども、その辺、その後の

議論はどんなですか。建てかえができないのであれ

ば、どういう課題があるのかも含めてお願いします。

○喜屋武盛人糖業農産課長 ゆがふ製糖工場の建て

かえに関しましてですが、これまで国の事業の説明

会ですとか、そういった場での製糖工場からの要望、

意見、それから関係者との意見交換、また、去る７月

29日に富川副知事に、ゆがふ製糖の実際の工場の視

察もしていただきまして、その際にも製糖工場のほ

うから建てかえをしたいという要望の意向は確認し

ております。

ただ、議場でも答弁をさせていただきましたが、

製糖工場の建てかえにつきましては、まず設備の設

備費用が多額ということ、それから事業実施主体の

負担が大きいこと、あるいは沖縄本島でおける製糖

工場を建てかえとなりますと、やはりサトウキビの

今後の生産とか、そういった生産量に応じた工場規

模とか、そういったものの生産計画に沿った施設規

模の設定、あるいは、特にゆがふ製糖ですと広域利

用施設における事業主体の選定、あるいは代替―建

てかえる際の用地とか、そういったものの課題があ

るということは認識しております。

そのため、こういった国やゆがふ製糖などと意見

交換なども行いながら、この辺の課題の整理は行っ

ていく必要があるというふうに考えております。

○大城憲幸委員 確認ですけれども、前に話があっ

た、最低でも敷地は１万坪ぐらい必要じゃないか、

事業費は概算で300億円ぐらいになるのではないかと

いうような議論があったんですけれども、大体それ

ぐらいで見ているんですか、皆さん。

○喜屋武盛人糖業農産課長 ゆがふ製糖からの意見

交換では、委員が今おっしゃるとおりの数値を聞い

ております。

○大城憲幸委員 議論があった―結局操業をしなが

ら、今県内に5000戸いるサトウキビ農家の皆さんの

ものを預かりながら工場を建てかえしようとすると、

やっぱり今の敷地では無理だから新たな敷地を探さ

ないといけない。そして、この事業費についても300億

円ということもあるし、また今の国、県の仕組みの

中では、この地元自治体―石垣の場合は石垣市だか

らそんなに難しくないですけれども、県内全体の出

荷者がいる中で、うるま市だけに負担をしてくださ

いという話になっても、なかなかそこはうるま市は

納得できない。だから、そういう仕組みの部分、土

地の部分、事業費の部分、やっぱりその辺を考えた

ときにはどうしても、県全体としてみんなで知恵を

出し合って、新たな仕組みをつくって事業費も捻出

しなければいけないというふうな議論もこれまでも

したつもりなんですよね。

それをスタートするには皆さんがどうしても早急

な建てかえをしないと今後、来年、再来年いつまで

安定操業できるか非常に不安が残るという現状、ぎ

りぎりの状況にきていると思うんです。

それを踏まえて、今後どう取り組んでいきますか。

お願いします。

○喜屋武盛人糖業農産課長 まずゆがふ製糖の工場

の建てかえにつきましては、先ほど申しましたとお

り費用が高く、あるいは用地の確保などの課題があ

るということは十分認識しております。

このため県としましては、まず国に対してこの対

応を―今建てかえが対応できる事業につきまして、

委員が先ほど申しましたように運用上のいろいろ課

題があるということですので、その運用上の課題の

改善に向けた国への働きかけをまずやっていく必要

があるのではないかと。

また、予算面ですとか、用地の確保ということな

んですけども、これにつきましてはその課題等につ

いて、県内部の関係部局ともまた情報共有を図って

いかなければいけないというふうに考えております。

○大城憲幸委員 部長はどうですか。

○長嶺豊農林水産部長 まずゆがふ製糖の建てかえ

については、基本的にはこれまで老朽化した部分、

部分の施設の更新については対応をしてきたところ



－129－

ですけども、やはり大がかりのボイラーであったり、

そういう部分が取りかえなければなかなか厳しいと

いう現状も認識はしております。

そういう中で建てかえという方向性が、事業者も

出てきたと思いますが、その中で、先ほど糖業農産

課長から何点かの課題もありましたけれども、用地

につきましてもやはり製糖工場ですので、特に本島

は原料搬入区域がかなり広域だということで、そこ

のアクセスとか、それから機械の冷却に必要な水の

供給だとかということで、用地についても立地がい

ろいろ条件がありますので、その辺を含めて部局間

で相談を受けながら対処する必要があると考えてい

ます。そういう意味では、我々も関係部局にはいろ

いろ情報共有しながら協力を求めていきたいとは

思っております。

最終的には、やはり事業費をどう確保するかとい

う大きい課題がありますけども、これについてまず

現在、既存のメニューとしてはありますが、やはり

大がかりな事業費を確保するということでは課題が

ありますので、そこはしっかり国にもいろいろ相談

しながら確保に努めていきたいと思いますし、また、

県庁内部でもいろんな情報共有をしながら取り組ん

でいきたいと、そういう考えで臨みたいと思います。

○大城憲幸委員 お願いします。今言ったとおりで

すので、とにかく5000戸の農家頑張ってはいるけれ

ども、もう高齢化も進んでいる。本島内は機械化も

なかなか進まないものですから、なかなか極端な増

産が見込めない。しかし5000戸の農家がいるわけで

すから、県内のサトウキビを閉めるわけにもいきま

せん。

ただ、そこは皆さんの思いで今議論を進めないと、

どんどん問題を先送りにしても解決しませんので、

取り組みをお願いします。

次に進みます。

159ページ、肥育牛のほうですね。先ほど少し議論

があったところですけれども、成果表。

午前もありましたけれども、八重山のほうでは非

常に元気になって、肥育基盤もふえていますよとい

う話がありましたけれども、今は県内で大体でいい

ですけれども、子牛が何頭ぐらい年間出荷されて、

何頭ぐらい肥育に回っているか、大体の数字で頭に

入っていますか、お願いします。

○仲村敏畜産課長 平成30年12月末の肥育牛の頭数

ですけれども、雄、雌、合わせて約7100頭です。

子牛の生産頭数が約３万頭ということになってお

ります。

○大城憲幸委員 先ほど来、県内の自給率のお話が

ありました。給食の議論ももっと県内のものを上げ

たほうがいいんじゃないかという話もありました。

今言うように、沖縄は３万頭子牛を生産している

けれども、肉として県内・県外に出て行くもの、あ

るいは県内で消費するのは7000頭ぐらいの基盤しか

ないわけです。やっぱりそこをふやさないといけな

い。

ただ、皆さん御存じのとおり肥育の和牛肉となる

と、レストランで食べると150グラムで8000円、

9000円、１万円する。それは県民がなかなか口に入

るものじゃない。部長ぐらいしか食べられないんじゃ

ないかなと思いますけれども、そういう意味では、

新たにやっぱりもっと安価に輸入牛肉ばっかり沖縄

の観光客に上げるんじゃなくて、県産の肉を上げる

という仕組みをつくらないといけないんじゃないか

というのは前にも少し議論したんですけれども、そ

の辺は調査研究も含めて県で取り組むべきじゃない

かと思うんですが、その辺について考え方をお願い

します。

○仲村敏畜産課長 低コストの牛肉をつくるという

のは、和牛含めて全ての今、牛の目標であります。

その中で、低コスト牛肉の生産につきましては、

まず肥育に関しては生産費の約７割が素牛代、約３割

が飼料代という現状もありまして、やはりその素畜

費が占める割合が多いというのがあります。

もう一つは、国産牛も含めまして全て今、素畜費

が高くなっているということで、その中でこの低コ

スト牛肉の生産をするには、価格の低減化とか、あ

と輸入牛肉とどう差別化を図って農家の収益性を上

げるかというのが課題というふうに考えております。

○大城憲幸委員 八重山農林高校で琉大の先生が肥

育試験をしていますけれども、その辺どんなのかわ

かりますか。

○仲村敏畜産課長 放牧肥育を琉球大学と八重山農

林高校と、赤牛を使って共同試験を実施していると

いうふうに承知しております。

その結果、飼料費―放牧形態ですので飼料費の大

幅な低減効果があったという報告されていることは

承知をしております。

○大城憲幸委員 あれはヒントになると思っていて、

極端に言えば草だけで赤牛は800キロまで太りました

よという報告があるんですよね。

やっぱりこれは―この70万円も80万円もする沖縄

の最高級の子牛ではなくて、逆に赤牛でも、あるい

は酪農から出てくる廃牛でも、そういうようなもの

の買い直しをして、200グラムで2000円とか3000円以

内で食べられるような供給をしないと、なかなか県
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内への畜産物の供給というのは充実してこないと思

うし、我々はそういうのを、これまで沖縄県の畜産

―和牛というのはサシを入れることに頑張ってきま

したけれども、それも頑張っていく。ただ一方で、

この新たな仕組みというのも調査研究をする必要が

あると思いますけれども、ぜひやってほしいと思う

んですが、どうですか、最後に。

○比嘉淳農林水産総務課研究企画監 現在、委員の

おっしゃっているその件ですが、今現在、畜産研究

センターで霜降り牛肉を生産する能力の高い種雄牛

などを選抜して、県産ブランド牛の開発に取り組ん

でいるところではあるんですが、今回委員の提案い

ただいた取り組みについては県内、それから他県の

事例も含めて情報収集をしながら、消費者ニーズを

確認しつつ検討をしてまいりたいと思っております。

○大城憲幸委員 ぜひ検討ください。

○仲村敏畜産課長 追加で試験研究、また含めて県

では、県内肥育牛につきましては現在増頭を推進し

て、取り組みも進めております。

委員のおっしゃったように、やはり低コストでつ

くるのは畜産関係、経営の安定化にもつながります

ので、消費者ニーズ、それから生産者ニーズもござ

います。

やはり肥育放牧となるとかなり広大な面積等も必

要になってきますので、そういったことも、動向を

見きわめつつ、県産肥育牛生産振興に努めてまいり

たいというふうに考えております。

○大城憲幸委員 ぜひ頑張ってください。

次、共済制度、168ページです。

共済制度推進事業ですけれども、この中で効果の

ところで、園芸施設共済加入率が19.8％、20％いか

ないわけですけれども、全国はこれどれぐらいかと

いうのはすぐわかりますか。

お願いします。

○喜屋武盛人糖業農産課長 共済加入率、全国との

比較ですけれども、園芸施設共済の棟数の比較と、

要は入っている棟数の割合の比較によりますと、平

成29年度、全国平均60.2％に対し、沖縄県のそのと

きには24.1％という開きとなっております。

○大城憲幸委員 これ前から問題になっているんで

すけれども、特にこういう、あんな台風で毎日のよ

うにビニールハウスが倒れている状況を見ると、沖

縄なんかはもっともっとやっぱりこの保険制度、共

済制度というのを頑張らんといけないなと思うんで

すが、何で全国でこれだけ加入率が６割あるのに、

沖縄は２割前後なんですか。それの一番大きな要因

は何ですか。

○喜屋武盛人糖業農産課長 全国に比べて非常に加

入率が低いというのは、掛金自体がやはり高いとい

う―沖縄の場合、台風が多いということで、それだ

けやっぱり被害が多いということで、どうしても掛

金率が高いということがまず一つの要因かと思われ

ます。

あと最近で言いますと、ちょっと制度の改正等も

あって、これは農業共済の場合は掛金の50％は国の

ほうで補助して負担しておりますので、オールジャ

パンの事業ということで、なかなか沖縄だけに特化

したやり方とか、そういうのができなくて、全国的

なものの流れに合わせるということで、なかなか沖

縄の実情と合わなくて、農家さんの加入が低いのか

なというふうに分析しております。

○大城憲幸委員 一番大きいのはやっぱり掛金が高

過ぎると思うんですよ。300坪でも18万円、19万円と

いう見積もりが出たとか言うけども、なかなかそこ

まで毎年300坪払えないですよね。

だからそれも含めて今あるように、これまでの経

過としては、沖縄は台風が多いから県外よりも沖縄

も極端に掛金が高いというお話だったんですけれど

も、やっぱり国も制度を今度ぐらいから変えてきた。

そして、この被災する率も大分変わってくると思う。

やっぱりこの機会に、この掛金の部分というのは

何とかしないといけない。せっかく国も補助を出す、

県も補助を出す、市町村も補助を出しているけれど

も、入っている農家が２割前後しかいないというの

は、やっぱり何とかみんな知恵を出さないといけな

いと。

そしてもう一つはやっぱりわかりにくい。非常に

制度が―300坪幾らなのって、もう条件一つでがらっ

と変わってくるものですから、補償する額も全然違

うものですからわかりにくい。その辺を―農家にわ

かりやすい仕組みで周知しないと加入率は上がらな

いと思いますので、この機会に強化をお願いしたい

と思うんですけれども、その辺の取り組み、今後の

取り組みについてお願いします。

○喜屋武盛人糖業農産課長 委員おっしゃるとおり、

確かに農家からは非常にわかりにくいという声は聞

こえております。

県では農業共済組合あるいはＪＡ等関係機関と連

携しながら、この共済制度の中身ですとか、それに

ついては今やっていますこの事業の中で推進員とか、

そういったものも配置しておりますので、そういっ

た戸別農家を周りながらしっかりこの推進員も含め

て、共済とも連携しながら、しっかり丁寧に説明を

していく、あるいは生産者やこの関係機関が集まる



－131－

場でそういった共済制度の説明、例えば農業青年ク

ラブの集まりですとか、何かサトウキビの増産大会

とか、そういったものも活用をして、そういった説

明会等、とにかく情報をしっかり発信をしていきな

がら、農家に対してはわかりやすいような説明を、

共済組合とも連携しながらしっかり取り組んでいき

たいと考えております。

○大城憲幸委員 よろしくお願いします。

次行きます、169ページ。

先ほどもありました新規就農者育成の部分ですけ

れども、あったとおりこれは研修期間、あるいは新

規就農をするときに150万円支給されるんですけれど

も、国の予算が前年より減ったということで、なか

なか思うように予算が組めない、支給できないとい

う市町村からの意見が一時期あったんですけれども、

沖縄の場合、そういうことはどうですか、現状はど

うなっていますか。

○前門尚美営農支援課長 令和元年度から年齢要件

というのは45歳から50歳に引き上げられたんですけ

ども、９月末現在、県の要望額に対して国の内示額

が約70％となっておりまして、市町村では経営開始

型の継続分を優先に事業を進めてきたところであり

ます。

また、県では８月末時点の新規採択に係る要望調

査ということに基づいて調査しまして、国に対しま

して新規採択分に係る追加配分の要求を８月末時点

ということで要求を行ってきたところであります。

○大城憲幸委員 だからこれは１年目の人もいるし、

５年目の人もいる。５年間は150万円払いますよとい

う約束でやっているんですよ。それが国の財政的な

事情で３年目だけど払えないとか、そういうような

ことを危惧する声があるんですけれども、その辺は

今十分、いろいろやっているんでしょうけれども、

対応できそうですか。その辺の見通しをお願いしま

す。

○前門尚美営農支援課長 ８月末時点の継続分はお

支払いをしておりまして、８月末時点の新規採択に

係る要望調査に基づきまして、それを農水省の本省

のほうが保留額とか基金を活用しまして、10月１日

付で追加配分が行われたところであります。現在、

県では国に対し計画変更の手続をとっているところ

であります。

なお、また新規採択に係る不足分が若干あります

けれども、市町村と連携しまして、営農の実態確認

等を行いまして、また要件確認、この不足分という

のはちょっと要件が整わなくて保留になったんです

けれども、この要件確認が整った後に12月から翌年

１月をめどに、国ではまた再度追加配分を行うと聞

いておりますので、また引き続き関係機関と連携し

まして、新規就農支援者の育成とか確保に取り組ん

でいきたいと思います。

○大城憲幸委員 よろしくお願いします。

最後に189ページの畜産・酪農収益力強化整備、い

わゆる畜産クラスター事業、これで県内の豚、牛含

めて生産基盤の強化をしているところですけれども、

そういう中で養豚のほう、南部のほうで焼却炉の建

設に伴って大型の養豚場の移転の議論がありました。

その具志頭畜産について、県としてどういった位

置づけの生産基盤であるか、どれぐらいの規模であ

るかを、まず説明をお願いします。

○仲村敏畜産課長 具志頭畜産の件ですけれども、

具志頭畜産は旧具志頭村に昭和53年に設立されまし

て、平成22年に琉球協同飼料株式会社の受託農場と

して、現在養豚の繁殖経営を行っております。

平成30年の12月末の家畜・家禽等飼養状況調査に

よりますと、具志頭畜産の当時の12月末の母豚数は

2531頭でござまして、これは県全体の母豚数２万

3652頭の約10.7％がその具志頭畜産で飼養されてい

ることになります。

○大城憲幸委員 ２万5000頭の母豚ですから、これ

の肥育の規模というと、大体20倍ぐらい、大体そん

な計算になると思います。

だから、本当に県内の１割以上の生産基盤が今、

移転を迫られている。だけれども、報道等は先行し

ていますけれども、現場では報道で知ったというよ

うな声が大きいわけですね。

あれそのまま置いておいて、その事業者と南部の

市町村だけやっていると、なかなか移転って進まな

いと思うんですけれども、県としてどのようにかか

わりますか。お願いします。

○仲村敏畜産課長 我々も詳しい情報は当時知りま

せんでして、八重瀬町に確認したところ、八重瀬町

を含む南部広域行政組合は具志頭畜産の農場をごみ

処理施設の建設候補地として決定をしたと。今後の

予定なんですけれども、その南部広域行政組合と会

社側とで、その農場移転に向けた協議をこれから始

めていくということを聞いております。

委員がおっしゃるように、具志頭畜産の移転がス

ムーズに行われなかった場合につきましては、約10％

の母豚を飼養しておりますので、肉豚生産への影響

が減少するという可能性があります。

県内養豚産業への影響が懸念されますので、県と

しましては、この移転協議の進捗状況を八重瀬町と

情報共有を密にして、県内養豚産業に影響が及ばな
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いように養豚生産基盤の強化などに取り組んでいく

という考え方を持っております。

○大城憲幸委員 今あったとおりで組合のスケ

ジュールからいくと、三、四年でもう移転しなさい

みたいな話になっています。ただ、皆さん御存じの

とおり、２万坪、３万坪の何千頭の養豚場を、そん

なこの辺につくれるわけがありませんので、これは

どうしても、県がリーダーシップをとって、市町村

をまたいだ議論を生産基盤の維持・強化という視点

での取り組みが必要ですので、ぜひとも取り組んで

いただきたいということを要望して終わります。

以上です。

○瑞慶覧功委員長 以上で農林水産部及び労働委員

会事務局関係決算に対する質疑を終結いたします。

説明員の皆さん、大変御苦労さまでした。

（執行部退席）

○瑞慶覧功委員長 以上で、本日の日程は全て終了

いたしました。

委員の皆さん、大変御苦労さまでした。

次回は、明 10月18日 金曜日 午前10時から委

員会を開きます。

本日の委員会は、これをもって散会いたします。
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